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1　序
第二次世界大戦後急速にかつ着実に増大の一途を見せてきた世界の海面
漁業生産は、1989年をピークに、下降に転じ始めるにいたった。時あたか
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も、世界の国ぐにが2年後に予定された国連環境開発会議（リオ・サミッ
ト）に向けて、地球環境と開発問題について包括的な準備にとりかかった
ところであった。海洋生物資源の保存管理問題は、かくして同会議の主要
テーマの一つとなった。その後世界の漁業生産は若干の増加を見せたが、
すでに過剰気味になっていた漁獲能力は増大の一途をたどり、またいくっ
かの海域において漁業資源が枯渇状態になるなど、漁業資源の開発の持続
可能性についての危機感はますますたかまった。
　こうして、90年代において、海面漁業のより広汎にして効果的な国際的
管理を目的とするいくつかの文書が採択されるにいたり、その意味ではそ
の10年間はきわめて能率的に数多くの國際的な戦略・規範作りが進展した
期間であったと言うことができる。これらの文書のおもなものとしては、
グローバルなものだけでも、国連環境開発会議の採択した行動計画
Agenda21の第17章（1992年）に始まり、公海上の漁船による国際的な保
　　　　　　　　　　　　　　　（1）存管理措置の遵守を促進するための協定（1993年。以下「公海漁業措置遵守
協定」）、分布範囲が排他的漁業水域の内外に存在する漁業資源（ストラド
リング漁業資源）および高度回遊性漁業資源の保存管理に関する国連海洋
　　　　　　　　（2）法条約規定の実施協定（1995年。以下「国連漁業資源協定」）、ならびに国連
食糧農業機関（FAO）が採択した責任ある漁業のための行動規範（1995
年）、漁獲能力管理のための国際的行動計画（1999年）、などがある。さら
に地域的レヴェルにおいては、世界のいくつかの海域において、またはそ
れまで未規制であった資源について、新たな条約体制がつくられ、また従
来から存在していた条約体制も新しい保存管理措置を次々と打ち出した。
　しかしながら、こうした重要な進展も、人的・財政的資源不足、種々の
利害関係等のため多くの国に十分受け入れられるにいたっておらず、その
効果はまだ数年間は表面化しないであろう。こうした背景もあり、また、
（1）　未発効。2002年9月1日現在受諾書寄託国は22力国で、発効までになお3力国
の受諾が必要。
（2）　2001年12月11日発効。日本は未批准。
　　　　　　　　地域的漁業機関による資源管理と公海の自由原則（林）　31
規制が強化された高価な資源を狙って、不法に、または規制の対象外の国
としての地位ないし公海の自由を濫用して漁獲を行う漁船が増加し始め、
新たな問題を提起している。こうして、2000年5－6月に開催された国連
総会の海洋および海洋法に関する非公式協議プロセス（UNICPOLOS）に
おいて議長は、「国際法および地域的漁業管理機関・取極の管理措置に反
する違法、無報告、無規制（IUU）漁業は世界の漁業が直面するもっとも
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）深刻な問題の一つであると見なされた、」と報告し、また同年秋、国連総
会もその採択した決議において、同問題が今日、世界の漁業と海洋生物資
源の持続可能な開発にとってもっとも重大な問題の一つとなってきている
　　　　　　　　　（4）ことに懸念を表明している。
　IUU漁業問題は1999年以来国連総会の決議の対象にされてきたが、同
問題はすでに1996年頃から、ことに南極海洋生物資源保存条約（以下
「CAMLR条約」）のもとでの委員会（CCAMLR）において問題にされてお
り、またその問題の一部は、国連総会もそれ以前から取り上げていたもの
である。IUU漁業は様々な弊害をもたらすが、資源の持続可能な管理の
観点から見れば、それが阻止されなければ、漁業管理のための決定の基盤
をなすシステムを基本的に害し、管理目標の達成を困難にし、短期・長期
的に社会的経済的機会を喪失させ、食糧安全保障と環境保護に悪影響を与
え、さらに特定の漁業資源を枯渇させ、また資源の回復努力に大きな打撃
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）を与えるといった多くの弊害をもたらしかねない。IUU漁業は、さらに
また、正常な操業を行う漁船にくらべ、混獲間題を悪化させたり、その使
（3）1吻oガげ！h6防娩げオh6U航6ごく励oηsの6％一召裾64Coπs％1如伽P名066ss
oπ066α郷召π4焼6Lσz“げ訪65昭（乙MCPOLOS）召”な万欝！蜘66！1％g，UN　doc．
A／55／274（31July2000），Part　B，para．16．
（4）　UN　General　Assembly　resolution55／8，UN　doc。A／RES／55／8，preamb．para．
13．
（5）　111ega1，Unreported　and　Unregulated　Fishing：Proposal　for　a　Draft　Intema－
tional　Plan　of　Action，submitted　to　the　FAO　Committee　on　Fisheries，24th
session，26February－2March2001，FAO　doc．COFI／2001／7，para．4．
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用する漁具や乱獲的漁法などを通じて環境・生物多様性に対するより大き
な悪影響をもたらす。またもう一つの大きな問題は、貴重な漁獲データを
提出しないため、資源管理に不可欠な地域的漁業機関のデータの質を損な
　　　　（6）うことである。
　このようなIUU漁業に対抗するための方策は、公海漁業の自由と国連
海洋法条約における漁業管理のための協力義務、國際機関の決定の第三国
に対する効力、船舶の旗国の義務と便宜置籍船問題、寄港国による漁船の
検査権限、漁獲産品の輸入制限とWTO関係規定等、多くの論点に関連
した複雑な問題を提起する。
　本稿は、まず本問題が國際機関において注目を浴びるにいたった経緯を
たどり、地域的漁業管理機関および取極（以下「地域的（漁業）機関」）に
よる対応策を概観し、ついでIUU漁業に対して漁業管理措置を執行する
ためにとられてきた措置を分析し、とくに地域的機関の非加盟国（機関設
立条約の非締約国）が関係するIUU漁業が公海の自由の観点からいかなる
意義を持つものであるかを考察するものである。
　なお、「IUU漁業」の用語は、どの機関においても厳格な定義なしに、
一般的に国または國際機関の採択する漁業関係規則、保存管理措置等を、
その法的拘束力の有無に拘わらず、尊重しない漁業活動を指すものとして
使用されてきていたが、2001年3月FAOの水産委員会（COFI）で採択さ
れた「違法、無報告，無規制漁業の防止、抑止および廃絶のための国際的
　　（7）行動計画」（以下「IUU漁業行動計画」）において定義づけられた。本稿で
　　　　　　　　　　　　　　　　（8）は、「違法、無報告、無規制」漁業を同定義に沿って使用するが、これら
（6）　ノ～砂o灯（ゾ孟h6S60名6如η一G6％6形l　o％‘りoε翻s伽4オh61αz〃げ渉h6s2α”，UN
General　Assembly，54th　session，agenda　items40（a）and（c），UN　doc．A／54／429
and　corr．1（30September1999），paras．252－253．
（7）　Intemational　Plan　of　Action　to　Prevent，Deter　and　Eliminate　Illega1，
Unreported　and　Unregulated　Fishing，approved　by　the　Committee　on　Fisheries，
2March2001．テキストは＜http：／／www．fao．org／DOCREP／003／y1224e／y1224eOO．
HTM〉（2002年9月1日）。
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すべてを一般的ないし総称的にさす場合には「IUU漁業」を使用する。
II国連システムにおけるIUU漁業問題の検討
　（1）国連総会
　上述のように、国連総会が「IUU漁業」の用語を公式に使用するにい
たったのはごく最近のことであるが、一般的に違法漁業活動が取り上げら
れ始めたのは1994年の総会においてであった。国連海洋法条約によって確
定された沿岸から200カイリまでの国家管轄水域（領海、群島水域および排
他的経済水域）は、主要漁業資源の90％以上を抱えると推定されるが、と
くに開発途上国を含む多くの沿岸国においては、その資源管理と取締能力
の欠如ないしは貧弱さのため、国外からの不法入漁活動が大きな問題とな
（8）　「違法漁業」とは次の活動を言う。
　　1．一国家の管轄下の水域において、同国もしくは外国の船舶によって、同国の
　　　許可なしに、または同国の法令に違反して行われるもの、
　　2．関係地域的漁業管理機関の加盟国の旗を掲げた船舶によって行われるもの
　　　で、同機関が採択しかつ同国に対して拘束力ある保存管理措置に反するも
　　　の、もしくは適用ある国際法の関係規定に反するもの、または
　　3．関係地域的漁業管理機関に対する協力国によって行われるものも含め、国内
　　　法もしくは國際的義務に違反するもの。
「無報告漁業」とは次の漁業活動を言う。
　　1．国内法令に反して、関係国内当局に報告がされなかったか、もしくは虚偽の
　報告がなされたもの、または
　　2．関係地域的漁業管理機関の権限水域内で行われたもので、同機関の報告手続
　に反して、報告されなかったかもしくは虚偽の報告がなされたもの。
「無規制漁業」とは次の漁業活動を言う。
　　1．関係地域的漁業管理機関の適用水域内で、無国籍の船舶もしくは同機関の非
　加盟国の旗を掲げる船舶、または（その他の）漁業主体によって行われるもの
　で、同機関の保存管理措置に違反するかもしくは合致しないもの、または
　　2．適用ある保存管理措置が存在しない水域におけるもの、もしくは適用ある保
　存管理措置の対象となっていない漁業資源に向けられたものであって、当該漁業
　活動が國際法上の海洋生物資源の保存に関する国家の責任に合致しないような形
　で行われるもの。（乃躍．，paras3．1－3．3．）
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9）っていた。この点が、Agenda21において指摘されたこともあり、上記総
会中、環境と持続可能な開発問題を討議した第二委員会において、米国、
カナダ、多数の開発途上国等が「国家の管轄水域における無許可漁業と世
界の海洋生物資源に与えるその影響」に関する決議案をはじめて提出し、
これが総会決議49／116として採択されるにいたった。そこでは、総会は、
なかんずく、各国に対し、國際法上の義務に従って自国の旗を掲げる漁船
が他国の管轄水域内で許可なく漁業を行わないことを確保するための措置
をとることを要請し、かつ許可を得たものは許可条件を遵守するよう
（10）
求め、また、開発援助機関に対し、開発途上国の漁業取締能力改善のため
　　　　　　　　　　　　　　　　　（11）財攻的・技術的援助を供与するよう訴えている。
　翌1995年の国連総会は、本件決議案を大型流し網漁業問題、混獲間題等
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（12）と合体させ、決議50／25として採択し、上記と同趣旨の要請を繰り返した。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（13）そして、これと同様の決議案はつぎの2年間繰り返されている。しかし、
1998年の決議53／33においては、公海における適用ある保存管理規則に反
　　　　　　　（14）する操業も追加され、1999年には、はじめてIUU漁業に言及する決議が
採択された。同年には、大型流し網漁業等に関するそれまでの毎年の議題
が隔年審議になったため、同議題はなく、別の関連議題である国連漁業資
源協定に関する決議54／32の中に盛り込まれることとなった。それは、
IUU漁業が特定魚種の資源に深刻な枯渇をもたらすおそれに懸念を表明
し、同年3月FAOで開かれた水産閣僚会議（後述）が決定したIUU漁業
問題についての國際行動計画策定作業への参加をすべての国に呼びかける
　　　　（15）ものであった。
（9）
（10）
（11）
（12）
（13）
（14〉
（15）
Agenda21，para．17．73．
UN　doc．A／RES／49／116，para．1．
∠わ歪4．，para．2．
UN　doc．A／RES／50／25，paras．3and5．
UN　doc．A／RES／51／36，paras4and6；A／RES／52／29，paras．4and10．
UN　doc．A／RES／53／33，para．7．
UN　doc．A／RES／54／32，preamb．para．13，and　op．para。9．
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　1999年には、総会に先立ちもう一つの新しい進展があった。それは同年
4月に行われた持続可能な開発委員会（CSD）による海洋全般に関する総
合的検討で、漁業問題も種々の角度から討議され、委員会はなかんずく
　　　　　　　　　　　　　　　　　（16）FAOのIUU漁業間題への取り組みを歓迎し、また国際海事機関（IMO）
に対し、すべての旗国の船舶蹴国際的規則・基準を遵守し、そうするこ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（17）とによって国連海洋法条約、とくに船舶の国籍に関するその第91条、およ
びその他の関係する条約の諸規定の完全な実施を確保するための措置を緊
　　　　　　　　　　　　　　（18）急に考案するよう招請したのである。このCSDの結果を受けて、総会
は、IMOに対し、FAOおよびそ地域的漁業機関等の関係國際機関と協力
しつつ、漁船と旗国との間の「真正の関係（genuine　link）」の概念を定義
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（19）するようにとの要請を、上記決議54／32に挿入した。
　ついで2000年5月末、国連総会は初めて上記のUNICPOLOSを開催し
たが、その議題の一つとしてIUU漁業問題を取り上げ、ことにFAOで
の國際行動計画の策定作業、およびILOの支援のもとにFAOとIMOが
着手した漁船に対する旗国と寄港国のより効果的な取締りに関する作業に
　　　　　　　　　（20）ついて、歓迎を表明した。同年秋の総会は、海洋法に関する決議55／7にお
いて、IUU漁業の増大に「重大な懸念」を表明し、FAOの上記作業の推
進を訴え、同問題対策における地域的漁業機関の役割の重要性を強調
（16）　Commission　on　Sustainable　Development，Report　on　the　seventh　session，
C獅恩召」ノ～600名廊（ゾ孟h6E60多zo窺」6α％4Soo乞‘zlOoz粥6弘ヱ999，S吻φ」6盟z8フz！ハろo．9
　（E／1999／29），Decision7／1（Oceans　and　seas），para．18．
（17）第91条は、いずれの国も船舶に対する国籍の許与、船舶の登録、自国の旗を掲
げる権利に関する条件を定めるとし、船舶はその掲げる権利を有する国の国籍を有
するとする。ただし、その国と当該船舶との間には真正の関係が存在しなければな
　らない、としている。
（18）　Commission　on　Sustainable　Development，s勿鵤note16，para．35（a）．
（19）UN　doc．A／RES／54／32，para．8．ただし、この決議が国連漁業資源協定に関す
るものであったため、その定義の目的は同条約の実施に資するためとの条件が付さ
れている。
（20）　Rのoπo％オh6”onセげ云h6㎜OPO巳OS　sz4）履note3，Part　A，paras。9and
12．
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（21〉
した。さらに、大型流し網漁業等に関する決議55／8においては、上記の決
議の内容を繰り返し強調したほか、IUU漁業防止のためリフラッギング
（船籍移転）の禁止などの措置を各国に求め、さらに、要すれば、漁業資
源の管理とIUU漁業取締を目的とした政府間協力のための国際的法枠組
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（22）を強化することが必要であることを確認している。
　（2）FAO
　FAOにおいてIUU漁業問題が取り上げられたのは、1999年2月の水産
委員会において、オーストラリア代表が、CCAMLRにおいてすでに深刻
な問題となっていたIUU漁業についての国際的行動計画の必要性につい
て訴える文書を提出したことに始まる。同委員会は、IUU漁業の増大の
　　　　　　　　　（23）情報に懸念を表明したが、行動計画策定案についての合意は時間内にまと
まらず、3月の水産閣僚会議に持ち越された。同閣僚会議は、「責任ある
漁業のための行動規範実施に関するローマ宣言」を採択し、その中で「便
宜置籍」船によるものも含むすべての形のIUU漁業に効果的に取り組む
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（24）ためのグローバルな行動計画を策定する決意を表明した。そして、FAO
によるこの作業の推進は、同年6月のFAO理事会によっても強い支持を
（25）
受け、FAOの公式活動計画に組み入れられることとなった。
（21）　UN　doc．A／RES／55／7，preamb．para．14and　op．para．24．
（22）　UN　doc．A／RES／55／8，paras．10－18．
（23）　1～砂oガげオh623γd　S6ssづo％げ渉h6Co窺郷薦召60％瓦sh6万6s，FAO　Fisheries
ReportNo．595，para．72．
（24）　Rome　Declaration　on　the　Implementation　of　the　Code　of　Conduct　for
Responsible　Fisheries，adopted　by　the　FAO　Ministerial　Meeting　on　Fisheries，
Rome，10－11March1999，para．12（j）．テキストは〈http：／／www．fao．org／fi／
agreem／declar／dece．asp＞（2002年9月1日）。
（25）1～の碗ヴォh6116哲h髭ssズo％げ渉h6Co観oJl，FAO，1999，para．30。理事会は、
「便宜置籍」船を含むIUU漁業が漁業保存管理措置を害することに留意し、國際
行動計画の策定を通じたIUU問題対策のための戦略を策定するためのグローバル
なアプローチを要請している。乃躍．
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　FAOは、同作業の第一段階として、オーストラリア主催のIUU漁業専
門家協議（シドニー、2000年5月15－19日）に全面的に協力し、同協議は
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（26）IUU漁業の防止等のための國際行動計画の「予備的草案」を採択した。
同草案は、その後招集されたIUU漁業に関するFAO協議（ローマ、2000
年10月2－6日及び2001年2月22－23日）にお）・て討議の基礎として使用さ
れ、その結果合意された最終草案が2001年の水産委員会（2月26日一3月2
日）に提出された。
　こうして水産委員会は、前述のようにIUU漁業行動計画をコンセンサ
スで採択した。同行動計画は序文を除いて全体をそれぞれ、IUU漁業・
行動計画の概念と適用範囲、目的と原則、実施すべき措置、開発途上国の
特別な二一ズ、実施状況の報告、およびFAOの役割、についての6部に
分ける。中心部分の第IV部（実施すべき措置）には、①すべての国家の責
任事項、②旗国の責任、③沿岸国のとるべき措置、④寄港国のとるべき措
置、⑤国際的に合意された貿易関連措置、⑥研究調査の奨励、および⑦地
域的漁業管理機関、に関してきわめて詳細な規定が設けられている。
　（3）IMO
　上記のように、1999年2月のFAO水産委員会は便宜置籍船も含めた
IUU漁業問題を検討したが、同時に、船籍やリフラッギング問題はIMO
の、ことに海上安全委員会（MSC）のもとの旗国履行小委員会（FSI）の
　　　　　　　　　　（27）扱う問題であることも認識し、事務局はこの点を海上安全委員会の同年5
月会期に通報した。さらに、同年3月のFAO閣僚会議はIUU漁業に関
する國際行動計画の策定の決意を表明したが、その際、同策定作業を「諸
（26）　テキストは1～のoガげ痂6E功6πCo％s％1如！Joηo箆111磐砿　Un名砂o蛎64召％4
U櫛昭％鰯ε4瓦shJn8・0磐召％初ゴ砂孟h600泥7％解召窺げ、4％s惚1勿劾Coρρ6鵤！づoη
ω露h翅α⑦伽のも15一ヱ9〃勿2000，doc．AUS：IUU／2000／3，Appendix　D。
（27）　ノセ1）oπ　（～プ　渉h6237ごS6ssJo，z⊂ゾ　孟h8　Co郷窺露彪ε07z　Fゑsh6万6s．sゆ矧note23，
para。73．
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国家、FAO，地域的漁業管理機関およびIMOのようなその他の関連國際
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（28）機関の調整された努力を通じて」行うとしている。同委員会は、とくにリ
　　　　　　　　　　　（29）ベリアとバハマの強い要請で、FAOによる「便宜置籍船」の用語の使用
は不適切なものであり、またFAOの提起した問題のいくつかはIMOの
任務外のものであるとの、一部加盟国の見解を沿えてFAOに送り返すと
　　　　　　　　　（30）いう強硬策をとっている。
　翌年1月に開かれた旗国履行小委員会においては、本問題が、前述の
1999年のCSDおよび国連総会の決議に基づくIMOへの要請とともに審
議された。旗国履行小委員会は問題の検討のためのFAO・IMO合同の作
業グループの設立を親委員会の海上安全委員会と海洋環境保護委員会
（MEPC）に勧告し、その結果「IUU漁業および関連問題に関するFAO・
IMO合同アド・ホク作業グループ」が発足した。14力国とEU代表から
なる同作業グループは、漁船に対する効果的な旗国の取締のために必要な
要素のチェックリストの作成と、外国漁船の検査にあたって寄港国がとり
得る措置の検討の作業を与えられ、ILOの協力も得て、2000年10月に会
　　　　　　（31）合し作業を終えた。同作業グループは、とくに、漁業管理とIUU漁業対
策に関連して寄港国取締り制度が有用であることを認め、FAOが他の國
際機関と協力して、その推進のための方策を検討することに合意して
（32）
いる。
（28）　Rome　Declaration　on　the　Implementation　of　the　Code　of　Conduct　for
Responsible　Fisheries，szψ窺note24，para．12（j）．
（29）　J．A．Roach，“Substandard　Shipping：A　New　Approach，”研〃1CO　Rω勉〃，
2000，pp．150．いわゆる便宜置籍船を多く抱えるパナマ、リベリア、バハマ、等の
「便宜船籍国」は同用語の使用に常に反対し、それに代わって自らを「公開登録制
（open　registry）」国と呼び、またこの用語がIMOでは一般的に使用されている。
（30）D．」．Doulman，Illegal，Unreported　and　Unregulated　Fishing：Mandate　for
an　Intemational　Plan　of　Action，doc．AUS：IUU／2000／4，paras．27－28．
（31）　同委員会の報告書は1～のoガげ孟h6ノ∂♂窺E40／1ノ砿0、44∬06恥漉吻g　G”吻
o％Zll噸紘U郷ゆo吻4朋4U解磐％1α孟6‘！Esh伽9硯4Rε1α渉64〃i観6鴬，1～o郷a　g
一ヱヱ06渉oδ672000，FAO　Fisheries　Report　No．637．
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皿　地域的漁業機関によるIUU漁業問題と対応策
　いくつかの地域的機関は、その設立文書において、機関の目的追求のた
め非加盟国に対して一定の政治的措置をとる権限を与えられている。その
典型例はCAMLR条約で、委員会（CCAMLR）は「非締約国の国民また
は船舶の活動で条約目的の達成に影響をおよぼすと認めるものについて、
当該国の注意を促す」（10条1項）と定めている。同様の「注意喚起」条
項は北西大西洋漁業協力条約（以下rNAFO条約」、19条）、ミナミマグロ
保存条約（以下「CCSBT条約」、15条i項）、中央べ一リング公海スケトウ
ダラ資源保存管理条約（以下「ドーナッツホール条約」、12条1項）にもみら
れる。なかでも後二者は締約国に、条約目的達成に悪影響をもたらすと思
われる非締約国国民・船舶に対して、国際法に合致した抑止措置をとる義
務を課している（CCSBT条約15条4項、ドーナッツホール条約12条3項）。
　また、最近採択された三っの地域的機関設立条約にも、より詳細な規定
を設けるものがみられる。その一つは2000年9月に採択された西部及び中
部太平洋の高度回遊性資源保存管理条約（以下「ホノルル条約」。未発効。）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（33）で、まず、条約のもとに設立される委員会のメンバーは委員会の採択する
保存管理措置の実効性を害する非締約国漁船の操業を阻止するため国際法
に合致した措置をとることを定め、さらに非締約国船舶に関する情報交換
義務に加え、個々にまたは共同で、条約区域で操業する非締約国漁船の旗
国に対し、保存管理措置の履行に全面的に協力するよう要請するものと
し、そのような協力的非締約国は、協力度合いに応じた便益を与えられる
と規定している（32条）。また、寄港国検査に関しては、委員会メンバー
（32）　Z6」4．，paras．43－44．
（33）CCAMLRを除く通常の地域的漁業委員会においては委員会のメンバーは当該
条約の締約国と同一であるが、ホノルル条約においては、締約国以外にも台湾等の
“entity”がメンバーにな』る可能性を付属書において規定している。
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はその港に寄港する他のメンバーの漁船の文書、漁具、漁獲等を検査する
ことができるとし（27条2項）。そして漁獲物が委員会の採択した保存管
理措置の実効性を害する方法で漁獲されたことが証明される場合には、同
メンバーはその水揚げおよび転載を禁止する権限を関係当局に付与できる
旨の規則を採択することを認めている（27条3項）。
　さらに2001年4月に採択された南東大西洋漁業資源保存管理条約（以下
「SEAFO条約」。未発効。）は、非締約国との協力に関するホノルル条約に
似た規定を設け、委員会の採択する保存管理措置の実効性を害する非締約
国の漁船に対しては、その操業を阻止するために必要と認められる国際法
に合致した措置をとることができるとしている（22条）。さらに、締約国
の港に寄港する非締約国の漁船に対しては、その漁獲物の水揚げや転載を
禁ずる規則を、委員会の定める措置に従って制定する義務を規定してい
る。また、他の締約国の漁船による違反があったと寄港国が認める場合に
は当該国にこれを通報し、後者は同漁船に関してとった措置等を寄港国に
報告しなければならない（15条）。
　最後に、2000年8月に採択された南東太平洋の公海漁業資源保存枠組協
定（以下「ガラパゴス協定」。未発効。）は、締約国は、保存措置遵守を回避
する目的で行われる転載も含むIUU漁業の防止のためのもっとも効果的
な手段を協議する旨規定しており、それは自国籍船によると、第三国ない
し便宜置籍国の船舶または無国籍船によるとを問わないとする（8条3項）。
　以上のような規定にもとづき、またはそのような規定なしに、地域的機
関は非締約国および締約国によるIUU漁業に対処するための種々の措置
をとってきている。以下においては、このような地域的機関によるIUU
対策措置を主要機関について概観する。
（1）南極海洋生物資源保存委員会（CCAMLR）
「IUU漁業」なる用語が最初に公式に使用されたのは、マゼランアイナ
メ（別名ギンムツ、メロ）（4乞ssos渉20h％s6」6g初oづ46sと4魏osあ6h％s吻α”so勉）
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の乱獲問題を審議したCCAMLRにおいてであった。マゼランアイナメ
は南極海の深海底に分布する最大2メートルにもなる魚で、1970年代の後
半から漁獲されていた。しかし80年代末に同資源をねらった海底はえ縄漁
業が導入されたため、同海域の資源を管理するCCAMLRは1990年には
じめて保存措置を採択し、漁獲可能量（TAC）を前年に報告されていた漁
　　　　　　　　　　　（34）獲量の3分の1以下に設定した。しかしその後、各種の乱獲行為が報告さ
れるようになり、1994年、CCAMLRのもとにある常設監視委員会
（SCOI）は、前年度中CCAMLR水域において「大規模な保存措置違反漁
　　　　　　　　　　　　　　　　　（35）業が行われていること」に強い警告を発した。1996年のCCAMLR会合
ではますます増大する「無報告漁獲」に焦点があてられ、科学委員会は、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（36）報告された前年度の漁獲は全漁獲量の推定40％にすぎないと指摘し、
CCAMLRは違法漁業活動が重大な問題を引き起こしていることに懸念を
　　（37〉
表明した。
　こうして1997年SCOIは、はじめて、「CCAMLR水域における違法、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（38）無規制、無報告漁業」を議題に追加することとなった。同委員会では、非
締約国による無報告および無規制漁業の間題と締約国による違法操業の問
　　　　　　　　　（39）題の解決策が検討されたが、その結果、CCAMLR締約国は南極海におけ
る「違法、無規制、無報告漁業問題」にっいて、国連総会およびFAOの
（34）　R．A．Herr，ITh6動渉67照ガon召1ノ～昭％観ズoηげP召云㎎o福伽Tgoオ瞬蓉h　r　OC4〃二
LR‘z多z4π忽h　S6‘zs　F茗sh6露6sル勉％（zg召解ε％オ（Lysaker，Fridtjof　Nansen　Institute，
1997），P．6．
（35）乃毎．，P。9．
（36）Z爾．，P。11．
（37）　　R4）o灯　　（ゾ’　オh6　F躰26％まh　ノ砿06ガ刀9　　（ゾ　　Ocnノ匪】乙瓦　　∬oわα私　　21　　00渉oδ67一ヱ
葡∂6励6プヱ996，para。12．1996年末の報告によれば、同年につきCCAMLRが認
めた1．7万トン弱のTACに比し、半年問で5．5万ないし6万トンのマゼランアイナ
メが漁獲されたと言われる。S．M．：Kaye，1窺67％読o郷J　F∫sh碗6s砿醐囎6解6窺
　（Kluwer　Law　Intemationa1，2001），pp．4297－428．
（38）1吻oπげ！h6S伽伽gCo％麟吻o％0δs67観加伽4動吻伽％，1997，
para．1．2．
（39）　Zゐノ4．，para．1．20．
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現行作業に関連してこれをグローバルな問題として取り上げるよう呼びか
　　　　　　　　　　　（40）けるべき旨の勧告を行っている。SCOIはさらに、寄港国に対しCCMLR
保存措置の実効性を害する非締約国船舶による水揚げと転載を拒絶する措
置をとるよう提案し、また同保存措置を不遵守によって害する非締約国の
みならず、そのような漁船に対して港湾施設を提供し、そのことにより同
漁船の活動の継続を可能ならしめるような非締約国をも、その非締約国に
対する政治的対策の対象とすることを決定した。これに加えSCOIは、一
般的に、締約国の港に寄港する漁船に対して、漁獲を行った場所および
CCAMLR保存措置を害したか否かを判定するため乗船検査し、適合する
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（41〉場合には漁獲の水揚げを拒絶することが望ましいことに合意している。
　上記SCOIの勧告を受けた同年のCCAMLR会合は、同年9月に
NAFOが採択したばかりの一連の措置（後述）を参考にして、二っの重
要な決定を採択した。第1は、非締約国によるCCAMLR保存措置の遵
守促進スキームで、保存措置118／XVI（1998年に改正され118／XVII）とし
て採択された。同措置は、なかんずく、条約水域内で漁業活動を行ってい
るのを目撃された非締約国船は、CCAMLR保存措置の実効性を害するも
のと推定されること、および、非締約国の漁船が締約国の港に寄港した場
合には、権限ある締約国の当局は、これを乗船検査しなければならないこ
と、そして、船内にCCAMLR規制対象の魚種が発見された場合には、
それが条約区域以外で漁獲されたものであるかまたはCCAMLR措置に
合致した方法で漁獲されたことが証明されない限り、その水揚げ・転載は
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（42）すべての締約国の港で禁止されること、を規定している。
　第2は保存措置119／XVI（1998年に改正され119／XVII）で、各締約国に
（40）乃才4．，para．1．29．
（41）乃擢．，paras．130－1．33．
（42）　R砂oπ　（ゾ　舌hε　S⑳ε窺6ε鐙疏　ルfε8云伽g　（ゾ　CC且躍乙1～，∬o加γち　26　06置06εプー6
！〉o∂6励67199＆pp．44－45．Conservation　Measure118／XVII（1998），para＆1，4
and5．
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対し、その国旗を掲げる漁船が条約水域において同国の発給する許可証な
くして漁業を行うことを禁止するよう定めている。締約国は同許可証を、
条約上の責任を果たす能力があると自認する場合においてのみ発給でき、
それには、漁業の可能な特定区域と時期、およびCCAMLR保存措置の
　　　　　　　　　　　　　　（43）実行に要するその他の条件が記される。
　さらに翌1998年、CCAMLRは、やはり1997年のNAFOスキームを参
考に、寄港国による検査制度を締約国のすべての漁船に適用するための保
存措置147／XVIIを採択し、2000年にはこれをさらに強化した147／XIXを
採択した。これによれば、締約国の発給する許可証を持った漁船は、他の
加盟国の港に入港するに先だって同国に通知すものとし、寄港国は入港後
48時間以内にこれを検査しなければならないが、IUU漁業に従事してい
たと宣言するか』または何も宣言しない漁船については、緊急目的を除いて
入港を拒否するものとされる。検査によってCCAMLR保存措置違反の
疑いがある場合には、漁獲物は水揚げないし転載を拒否される。その際に
は、寄港国はこれを同漁船の旗国に通報しなければならず、同違反の疑い
を調査し、必要あれば適当な制裁を国内法に従って課すために両国は協力
　　　　　　　　　　（44）しなければならない定める。委員会はまた、1998年、はじめてVMS（船
舶監視システム）を締約国のすべての許可船に設置することを義務づけ、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（45）これを2000年末までに実施することを決定した。
　上記の寄港国検査制度は、確かにIUU漁業の取締強化に資するもので
あるが、他方、違法操業を行っていた締約国漁船の多くは漁業をやめるこ
（43）弼4。，Conservation　Measure　l19／XVII（1998），paras．1and2。
（44）　　五～勿07！　（ゾ　云h6　ハ西勿z（殖召〃z云h　z％66ガ％9　（～ズ　0（ニン1z恢乙ノ己　ノノ6｛う‘znも　23　　00ホo∂67－3
ノ〉o％励672000．Annex6．Conservation　Measure147／XIX（2000）．
（45）Conservation　Measure148／XVII（1998）．VMSの導入は、CCAMLRにおい
てもっとも議論のあった問題の一つであったため、この合意は大きな進展と見られ
ている。R．Herr，“The　Intemational　Regulation　of　Patagonian　Toothfish：
CCAMLR　and　High　Seas　Fisheries　Management，”in　O．S，Stokke，ed．，σo∂67％一
吻g　E㎏h　Sε硲Esh6πεs（Oxford　Univ．Press，2001），p．320．
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となく、厳しい保存措置の強制適用を避けるため、その船籍を非締約国に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（46）移すことによって漁業パターンを変えることになった。また、保存措置
118／XVIIと147／XVIIも当初ほとんど適用されず、さらにVMSも非締
約国漁船はまずそれを備えていない可能性が強く、IUU漁業の効果的取
　　　　　　　　　　　　　　（47）締には更なる措置の必要陛が叫ばれた。
　こうして1999年に採択されるにいたったのが、漁獲記録制度（Catch
Documentation　Scheme一一CDS）を導入した保存措置170／XVIII（2000年に
　　　　　（48）改正され170／XIX）である。CDSは、後述のようにICCATが数年以前か
ら採用していた統計証明制度を参考にして作成された貿易措置で、上記保
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（49〉存措置はその説明覚書と「非締約国との協力強化に関する政策」とともに
採択され、さらに、保存措置147／XVIIもCDSを盛込むために改正され
た。
　CDSは締約国の市場に持ち込まれるマゼランアイナメの起源を特定し、
CCAMLR水域を起源とするものがCCAMLRの保存措置に即して漁獲
されたものであるか否かを判定するため国際法に沿った措置をとることを
　　　（50）目的とする。そのため各締約国に、なかんずく次のことを要求している。
　①自国領域において輸出入されるマゼランアイナメの起源を特定する措
　　置をとり、それらのうちで条約海域内で漁獲されたものがCCAMLR
　　の保存措置に合致した方法でなされたかを判定すること。
②条約海域外の公海も含め、マゼランアイナメ漁を行う意図の自国漁船
（46）　K砂6，sゆ昭note37，P．433．
（47）　D．J．Agnew，“The　Illegal　and　Unregulated　Fishery　for　Toothfish　in　the
Southem　Ocean，and　the　CCAMLR　Catch　Documentation　Scheme，”〃1α吻θ
Polづのノ，vo1．24　（2000），p。367。
（48）Rゆ碗げ云h61伽襯％渉h漉6伽9げCC細丑瓦∬06απ，2300励67－3
No∂6彫6672000，Annex6．なお保存措置170／XIXはさらに2001年に若干改訂され
170／XXとなった。
（49）　乃躍．，Annex8．
（50）乃」4．，Annex6．前文第9項。
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　　は特別許可を得るものとし、許可されたもののみに「漁獲記録用紙」
　　を配布し、マゼランアイナメの各水揚げまたは転載ごとに漁獲した
　　日、水域、量、等の詳細を船長またはその代理人に記入させること。
③マゼランアイナメの自国の港における水揚げおよび自国船舶への転載
　　ごとに、記入済みの漁獲記録が添えられていることを義務づけるこ
　　と。
　④自国に輸入されるマゼランアイナメが各貨物ごとに輸出許可証明ない
　　し再輸出証明つきの漁獲記録が付されていることを義務づけること。
　⑤輸入税関当局等が、自国領域に輸入されるマゼランアイナメのすべて
　　に、有効な輸出ないし再輸出漁獲記録が付されていることを確保する
　　こと。
　⑥自国が発行または受領した輸出許可証明つき漁獲記録の写しをもっと
　　も迅速な電子手段によってCCAMLR事務局に送付し、また輸出入
　　されるマゼランアイナメの起源と量に関するデータを毎年事務局に送
　　　　　（51）
　　付すること。
CDSはまた、CCAMLRと協力を望む非締約国に対しても、自国の漁船
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（52）に漁獲記録を発給してCDSに参加することを懲懲している。
　以上のように、CDSは、マゼラナイナメを水揚げするかまたは輸入す
る締約国に対して、漁獲の源を確認する権限（と義務）を与えているが、
正当な漁獲記録がない産物の輸入を一方的に禁止する権限まで与えてはい
（53）
ない。ただし、上記の説明覚書は、輸入国当局は、要すれば、漁獲記録の
（51）　同、主文第1－4、6、8、10－12項。
（52）　同、前文第11項および主文第5項。
（53）この点、Kayeは、そのような権限を認めることは、1998年のエビ・海亀事件
に関するWTOパネルの裁定に鑑み、CCAMLRにとって困難であったと思われる
　としている。Kaye，s砂紹note37，pp．441－443．なおCDSの作成に際しては、とく
にWTOのマグロ・イルカおよびエビ・海亀事件からの教訓を踏まえ、それが
WTO諸規則に合致したものとするために相当な努力が払われたと言われる。
Agnew，s砂窺note47，p．369。
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内容が真正であるかを確認するために旗国に連絡することができ、さらに
有効な漁獲記録なしに輸入された貨物については、その水揚げを差し止
め、旗国が同記録の正当性を証明し得ない場合には、輸入は許可されない
（54〉
とし、運用面で一歩進んだ措置をとる可能性を示唆している。
　ついで、「非締約国との協力強化に関する政策」（行動計画）は、事務局
長に対し、CCAMLR保存措置の実効性を害するIUU漁業または貿易に
「関係したimplicated」非締約国のリストの作成を要請し、委員会議長が
これらの諸国に、IUU漁業の弊害を説明すると同時にCCAMLRへの加
入、CDSの説明および同スキームヘの参加、自国の旗を掲げる漁船によ
るCCAMLR水域でのIUU漁業活動の防止、IUU漁業に関係した同国漁
船の活動に関する情報提供および同漁船の活動捜査協力、等を求める書簡
を発出することを決めたものである。同「政策」はさらに、締約国に対
し、非締約国に対する共同デマルシュも含め、その実施のために必要なす
　　　　　　　　　　　　　　（55）べての努力を行うことを予定している。CCAMLRはその後IUU漁船に
対する措置をさらに押し進め、2000年の会期において、すべての締約国に
対し、条約海域においてIUU漁業に従事したことのある非締約国漁船に
自国の船籍を与えないこと、および自国の漁業管轄水域での漁業許可を与
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（56）えないことを要請する趣旨の決議13／XIXを採択した。
　なお、CAMLR条約は、海上における監視・検査制度を策定すること
　　　　　　（57）を予定しているが、これにもとづき1988年に「監視・検査システム」が採
択された。同システムによれば、締約国は検査官およびオブザーヴァーを
指名することができ、これら検査官等は他の締約国の漁船に乗船し、漁業
活動を監視し、漁獲、漁具、各種データなどをチェックし、規則違反につ
（54）　R塚）oπ　｛ゾ　孟h6　E忽h孟6ωzオh　〃66劾zg　6ゾ　CC澱躍乙1～，πoδσ私　25　06渉oδε7－5
ハb∂6卿δ671999，Annex7，section4．
（55）　Szφ㎎note49．
（56）　Rのo材げオh6ハ耽6ホ66窺h〃i66オ初8’げC（》4皿R，sz4）鵤note48，Annex6．
（57）CAMLR条約第24条。
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いては船長に警告し、公式記録を検査官等の本国を通じて当該漁船の旗国
　　　　　　　　　　（58）に送付することになっている。
　（2）大西洋マグロ類保存國際委員会（lCCAT）
　上記のCCAMLRの貿易措置は、ICCATの類似の措置を参考にしたも
のであるが、両者の問には一つの大きな事情の相違があり、両者の措置に
もそれが反映されている。前者においては、規制対象魚種のマゼランアイ
ナメが条約水域（ほぼ南緯60度以南〉の内外に分布しており、同一の漁船
が同水域の外の公海でこれを捕獲することが可能でり、そこでは当然なが
らCCAMLRの規制は及ばない。他方ICCATは大西洋のマグロ類を地
中海を含むすべての分布水域にわたって管理しているため、同水域で
ICCAT管理措置に反して操業する漁船の旗国がICCAT非締約国である
場合、同国を名指して対抗措置をとることが可能であり、まさにこの方法
　　　　　　　　　（59）で貿易措置をとってきた。同様の措置は、のちに見るように、CCSBTに
おいてもとられている。
　まず、ICCATは1992年、クロマグロの取引をモニターするため、「ク
ロマグロ統計証明制度Bluefin　Tma　Statistical　Document（BSD）Pro・
gramme」を採択し、輸出業者が当該産物の漁獲場所と漁船の旗国を指定
　　　　　　　　　　　　　　（60）の用紙に記録する報告制度を導入した。そして1994年には、BSDを利用
して非締約国を特定し、対抗措置をとるため、「大西洋クロマグロ保存計
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（61）画の実効性確保のための行動計画」を採択した。同行動計画は、まず相当
数の非締約国船が大西洋クロマグロを捕獲していることに留意し、
ICCAT保存措置の実効性を害する形で操業する漁船の旗国を作業部会を
（58）　Kaye，szφ鵤note37，pP．392－395。
（59）　Agnew，sゆ鵤note47，p．368。
（60）乃」4．同種の統計証明制度は、2000年の会合で、メカジキおよびメバチについ
ても設けられることが決定された。
（61）　ICCAT，R勿oπ力7研6％％Z厩P6露o鳳1994－19951勘ガ1（1995），p．91．なお、
同様の行動計画は、1995年大西洋メカジキについても採択された。
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通じて毎年特定し、委員会および締約国がこれら諸国に対しICCATへの
全面的協力を要請することを定めている。さらにICCATは、これら諸国
からのクロマグロ産物に対して非差別的貿易制限措置をとることを予定し
ている。
　こうして、翌1995年ICCATは上記のような非締約国としてベリーズ、
ホンデュラスおよびパナマを特定し、1996年には、これら3国からのクロ
マグロとその産物の締約国による輸入を、前二者については1997年より、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（62）後者については1998年より禁ずる勧告を採択した。こうしてはじめて、あ
る海域の資源を管理する地域的機関が、公海漁業の自由にもとづいて操業
するがその保存管理措置に協力しない特定国を名指して、その水産物につ
いて禁輸措置を命ずるという、厳しい措置をとるにいたったのである。こ
うした措置は、前述したようにすべての大西洋クロマグロはICCAT保存
管理措置の対象となっているために可能となったものであり、しかも、こ
れら産物の大部分が日本と言う単一の市場向けであるという事実から、そ
の実施が比較的容易なものと考えられた。しかしながら、IUU漁船がそ
の産物を、海上でひそかに他の船舶に積み替える場合には十分取締ること
ができない。
　そこでICCATは1997年、締約国の船舶は海上でマグロ類の転載を受け
る場合には、ICCAT締約国または協力国と指定された国からのみに限る
　　　　　　　　　　　　　　　（63）ことを確保すべき旨の勧告を採択した。さらに公海上の無国籍船が
ICCAT水域内でマグロ類を漁獲していると信ずるに足りる十分な証拠が
ある場合には、締約国はこれに乗船検査し、国際法に従って適当な措置を
とることができる。また、締約国船・航空機がICCAT保存措置に反して
（62）　ICCAT，ノ～のoπ力7捌鋭痂α1ん吻¢ヱ996－1997，Part　I（1996），Vo1．1，p．
137．ICCATの資源保存管理に関する「勧告」は、6ヶ月以内に異議を申し立てる
締約国を除き、原則としてすべての締約国に対して効力を生ずる（ICCAT条約第
　8条）。
（63）　ICCAT，Recommendation　on　Transh1pments　and　Vessel　Sightings，adopted
at　the15th　Meeting，14－21November1997，para．1。
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漁業を行っていると思われる他の締約国または非締約国の漁船を発見した
場合には、自国当局とICCAT事務局に通報するものとし、同発見国当局
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（64）はこれを当該漁船の旗国に通報することが定められた。
　翌1998年、ICCATは前年NAFOおよびCCAMLRが採択した上述の
措置をほぼ踏襲して、条約水域内で漁業活動を行っているのを目撃された
非締約国船は、ICCAT保存措置の実効性を害するものと推定されるこ
と、および、非締約国の漁船が締約国の港に寄港した場合には、締約国の
当局は、これを乗船検査しなければならないこと、そして、そのいかなる
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（65）漁獲も検査の終了するまで水揚げ・転載を許可されないことを勧告した。
そのうえ、もし同検査の結果船上においてICCAT保存措置の対象の魚種
が発見される場合には、その水揚げと転載はすべての締約国の港において
　　　　　　　　（66）禁止されるものとした。
　こうした一連の措置にも拘わらず、条約水域におけるマグロはえ縄船に
よるIUU漁業は効果的に取締ることは困難であり、全体としてむしろ増
加する傾向すら見られたが、その原因の一部は、以前に非締約国の旗を掲
げていた漁船が船籍を締約国へ移し、その上ICCATの保存措置に違反し
て操業する形態が増えたことにもある。その典型例は赤道ギニアで、同国
は1997年から3年間ICCCATからの漁獲割当てがゼロであったにも拘わ
らず、相当量のクロマグロの輸出を行ったことが判明した。このため、
ICCATは1999年、同国からのクロマグロとその産物の輸入を禁ずる措置
　　　　　　　　　　（67）をとることを締約国に求めた。また、以前に貿易制限措置の対象となった
（64）　乃」4．，paras．2－4．
（65）　ICCAT，Recommendation　Conceming　the　Ban　on　Landings　and　Tranship・
ments　of　Vessels　from　Non－Contracting　Parties　Identified　as　Having　Commit・
ted　the　Serious　Infringement，adopted　at　the　llth　Special　Meeting，16－23
November1998，paras．1－2．
（66）乃毎．，para．3．
（67）　ICCAT，Recommendation　Regar（iing　Equatorial　Guinea　Pursuαnt　to　the
1996Recommendation　Regarding　Compliance　in　the　Bluefin　Tuna　and　North
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パナマが1998末に締約国となったことについても、締約国は一般にこれを
歓迎しつつも、一部諸国にとっては懸念の的となった。
　同年さらにICCATは、多くの便宜置籍大型はえ縄船がとくに過剰漁獲
のメバチを対象にしていたことから、締約国に対し、ICCAT保存管理措
置の実効性を損なう漁船の特定と必要な措置の実行を求めるとともに、
ICCATが遵守委員会を通じて毎年不遵守国を特定し、必要あらば貿易措
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（68）置を含む適当な対抗措置を採択する旨の決議を採択した。同決議にもとづ
き、1999年ICCATはベリーズ、ホンジュラス、カンボジア、セント・ヴ
ィンセントを含む11力国をそのような国として特定し、対抗措置の予告を
行ったが、改善がみられないとして、翌年これら4国からのメバチ産品の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（69）輸入をすべて禁ずる措置を締約国がとるよう決定した。同様のメバチ産品
にっいての禁輸措置はまた、締約国である赤道ギニアに対しても採択さ
（70）
れた。
　ICCATは、1999年には上記1998年決議をさらに強化し、大型はえ縄漁
船の移籍増加傾向に注意を喚起し、締約国および協力国に対し、①自国漁
船がIUU漁業を行わないことを確保すること、②自国の輸入業者、運輸
業者等がIUU船の漁獲したマグロ類の取引を差し控えるよう要請するこ
Atlantic　Swordfish　Fisheries，adopted　at　the16th　Meeting，15－22November
1999．
（68）　ICCAT，Resolution　Conceming　the　Unreported　and　Unregulated　Catches　of
Tunas　by　Large　Scale　Longline　Vessels　in　the　Convention　Area，adopted　at　the
llth　Special　Meeting，16－23November1998．
（69）　ICCAT，Recommendation　Regarding　Belize，Cambodia，Honduras，and　St，
Vincent　and　the　Grenadines　Pursuant　to　the1998Resolution　Conceming　the
Unreported　and　Unregulated　Catches　of　Tuna　by　Large－Scale　Longline　Vessels
in　the　Convention　Area，adopted　at　the12th　Special　Meeting，13－20November
2000．
（70）　ICCAT，Recommendation　Regarding　Equatorial　Guinea　Pursuant　to　the
1998ResolutiQn　CQnceming　the　Unreported　an（l　Unregulated　Catches　of　Tuna
by　Large　Scale　Longline　Vessels　in　the　Convention　Area，adopted　at　the12th
Special　Meeting，13－20November2000．
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と、および③一般市民にIUU活動について知らしめ、IUU船による産物
の不買を奨励し、製造業その他の業者がその漁船をIUU活動に利用され
ることを防ぐよう訴える決議を採択した。そしてIUU漁業に関係する台
湾在住船主の所有する便宜置籍はえ縄船の廃船のために日本と台湾がとっ
　　　　　　　　（71）た努力を歓迎している。しかしながら、これら決議の効果が十分でないこ
とにかんがみ、2000年には日本と台湾に対し、時限を付してこれら漁船の
　　　　　　　　　　（72）スクラップを要請している。
　（3）北西大西洋漁業機関（NAFO）
　NAFOは北緯35度以北と西経42度以西の北大西洋水域をカヴァーし、
その規制対象は国家管轄水域外の公海資源であるが、他の漁業機関が管理
するサケ、鯨類、マグロ類など若干のものを除外する。同規制区域におい
ては、ことに1990年代はじめよりタラ、ヒラメ、カレイ類など10種ほどの
資源状況が著しく悪化しており、おもな資源に数年来漁獲モラトリアムが
課せられている。同水域における主要問題は、当初はカナダとEUとの間
の、漁獲割当てについての不一致とニューファウンドランド沖の自国漁業
水域外へのカナダの管轄権行使にかかわる紛争にあったが、この管轄権行
使の対象にはNAFO非締約国の便宜置籍国の漁船も含まれていた。カナ
ダのこうした積極策による圧力もあり、また1995年に国連において漁業資
（71）　ICCAT，Resolution　Calling　for　Further　Action　against　Illegal，Unregulated
and　Unreported　Fishing　Activities　by　Large　Scale　Longline　Vessels　in　the
Convention　Area　and　Other　Areas，adopted　at　the16th　Meeting，15－22Novem－
ber1999．同会合においてはさらに、条約水域において操業しているとみなされる
302の無規制・無報告漁船のリストが作成され、公開されている。なお、本件に関
する日・台湾協力は、これらの便宜置籍漁船の多くが日本で建造・使用された後、
台湾の船主に売却されたものであったことに由来する。
（72）　ICCAT，Supplemental　Resolution　to　Enhance　the　Effectiveness　of　the
ICCAT　Measures　to　Eliminate　Illega1，Unregulated　and　Unreported　Fishing
Activities　by　Large　Scale　Tuna　Longline　Vessels　in　the　Convention　Area　and
Other　Areas，adopted　at　the12th　Special　Meeting，13－20November2000．
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　　　　　　　　　　　　　　　　　（73）源協定が採択されたことにも勇気付けられ、NAFOは1997年には非締約
国船による規制水域内操業問題について画期的な措置、「NAFOによって
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（74）採択された保存・執行措置の非締約国船による遵守促進計画（スキーム）」、
を採用するにいたった。
　同スキームの中心は、この種措置としてははじめて採用された厳しい規
定である。それによれば、NAFO規制水域内で漁業活動に従事している
のを目撃された非締約国船はNAFOの保存・執行措置の実効性を害する
ものと推定され、さらにNAFO規制水域の内外において、そのような非
締約国船の関係する転載作業が行われる場合には、転載対象の非締約国船
　　　　　　　　　　　　　（75）に対しても同様推定が適用される。かかる推定を受けた非締約国船が締約
国の港に寄港する場合には、寄港国はこれを検査するものとし、同検査の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（76）あるまでいかなる漁獲物も水揚げまたは転載をしてはならない。また、締
約国は自国船舶がそのような非締約国船から漁獲物の転載を受けないよう
　　　　　　　　　（77〉確保しなければならない。さらに、同検査の結果船内に、付属書A（禁漁
対象魚種）またはB（保存・執行措置対象魚種）に掲げる魚種が発見された
（73）カナダの代表としてこれらの一連の交渉において推進役をつとめたAp－
plebaumは、1997年NAFOスキームは国連漁業資源協定第17条（地域的漁業機関
の非加盟国に関する規定〉によって勇気づけられたと述べている。B．Applebaum
and　A．Donohue，“The　Role　of　Regional　Fisheries　Management　Organization，万
in　E．Hey，ed．，Z）ω610卿z6窺3初動彪7％α如襯」1％sh6擁3五¢躍　（Kluwer　Law
Intemational，1999），p．247．また、同交渉のイギリスの代表は、NAFOスキーム
は同協定の第23条（寄港国の措置）の影響を受けたものだとする。D．Anderson，
“Port　State　and　Environmental　Protection，”in　A．Boyle　and　D．Freestone，eds．，
1n彪7ηαあo郷1五αω　αn4S％s翅％αδ16Z）6∂6」の解6％オ（Oxford　University　Press，
1999），p・342．これらの双方の見解はいずれも正しいを思われる。
（74〉NAFO／GC　doc．97／6．NAFOの採択する資源保存管理に関する「提案」は
「措置」となり、提案に対して60日以内に異議を申し立てる締約国を除き、原則と
　してすべての締約国を拘束する（NAFO条約第11条）。
（75）　Zδ」4．，para．5．
（76）　Z扉4．，para．9。
（77）乃」4．，para．11．
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場合には、その水揚げ・転載はすべての締約国の港において禁止される。
（ただし、当該漁船が付属書A掲載の魚種をNAFO規制水域外で漁獲したこ
と、また付属書B掲載の魚種をNAFOの保存・執行措置に沿って漁獲したこ
　　　　　　　　　　　　（78）とを証明すれば、この限りでない。）同スキームはさらに、当該漁船が同意
することを前提としているが、NAFO検査官による乗船検査を認め、ま
た各国が目撃した非締約国船とNAFO検査官の検査結果を事務局および
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（79）事務局を通じて締約国にすみやかに報告する義務を定めている。
　以上のスキーム、ことにNAFO保存・執行措置を害した旨の推定方式
は、その後前述のようにその他の地域的漁業機関によっても採用されるこ
とになったが、NAFO規制水域においては、商業的価値のある底魚資源
がすべてモラトリアムの対象とされているかまたは100パーセント締約国
間に割当てられている事情が反映されており、さらに、商業的価値のより
少ない魚種の漁獲についても、すでに枯渇した魚種資源の混獲なくしては
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（80）不可能との科学委員会の勧告によっても補強されている。
　NAFOはその後も上記スキームの強化・改善につとめ、1999年には、
無国籍船と見なす合理的な理由がある漁船については、締約国はこれを非
締約国船として扱うこと、またそのような漁船がNAFO規制水域内で目
撃された場合には乗船・検査を行い、国際法に従って適当な措置をとりう
　　　　　　　　（81）ることに合意している。
（78）乃乞4。，para．10。
（79）　Zわズづ．，paras。6an（i8．
（80）」．P．Pl6，“Responding　to　Non－Member　Fishing　intheAtlantic：The　ICCAT
and　NAFO　Experiences，9フin　H．Scheiber，ed．，五召ωげオhεS6α’丁肋Co解〃zo銘
∬67鉱㎎6齪4E窺6忽吻80hαll召％9εs（Kluwer　Law　Intemational，2000），P．203．
（81）　K．Bray，“A　Global　Review　of　Illega1，Unreported　and　Unregulated（IUU）
Fishing，”prepared　for　the　Expert　Consultation　on　Illegal，Unreported　and
Unregulated　Fishing，Sydney，15－19May2000（AUS：IUU／2000／6），para．104．
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　（4）北東大西洋漁業委員会（NEAFC）
　NEAFCはNAFOが上記スキームを採択した翌1998年、同スキームの
内容を無国籍船に関する追加措置も合わせほぼそのままとり入れた形の勧
告「NEAFCの採択した勧告の非締約国船による遵守促進のための計画
　　　　　　　　　（82）（スキーム〉」を採択した。NEAFCはまた、同1998年、「条約水域の国家
漁業管轄水域境界以遠の区域にある漁船の取締・執行に関する計画（スキ
　　　　　　（83）一ム）」を採択した。これは、条約水域のうちの公海部分におけるすべて
の漁船の包括的取締対策を盛込んだ詳細な文書で、主として締約国船を対
象としたものである。それは、なかんずく締約国による漁業許可制度の実
行、漁獲高・漁獲努力の記録と報告、24メートル以上のすべての漁船によ
るVMSの（2000年元日までの）設置義務、規制水域での操業の際の事前
の通報と各週毎の漁獲高等の報告、資格を持った各国検査官による他国漁
船を含めた乗船検査制度、「重大な違反」の際の取締り手続、などを定め
ており、これら規定は多分に公海漁業措置遵守協定および国連漁業資源協
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（84）定の影響を強く受けたものであることは明らかである。これは、人工衛星
を通じた自動的データ通信設備を利用したものとしては世界最初のスキー
　　　　（85）ムと言われる。なお、NEAFCは同取締・執行スキームの実施を促進・
強化するために、2000年の会合において、その「実際的適用」を検討する
　　　　　　　　　　　　　　（86）ため常設委員会の設置を決定している。
（82）　NEAFC，Sω飢魏窺h／4％％襯1κ66渉勉8ヱ7－201￥流o∂6窺δ67ヱ998’S％〃z窺ση
1～勿oπげκ6痂％g，Amex　F。「勧告」は、50日以内に異議申立てを行う締約国を
除いて、原則としてすべての締約国を拘束する（「北東大西洋の漁業にっいての今
後の多数国間の協力に関する条約」第12条）。
（83）　テキストは〈http：／／www．neafc．org／document／SchemV1．htm〉（2002年9月
　1日）。
（84）R．Churchill，“Managing　Straddling　Fish　Stocks　in　the　North－East　At－
Iantic，”in　Stokke，sゆ鵤note45，p．266は、同スキームは非締約国による遵守促進
に関するスキームとともに、1995年協定によって鼓舞されて採択されたと述べてい
る。
（85）　NEAFC，Press　Release1／98（7July1998）。
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　翌2001年の会合においては、前述のCCAMLRの決議にならって、す
べての締約国に対し、NEAFCの措置に反して操業したことのある非締
約国の漁船に船籍を付与すること、または国内水域での漁業許可を与える
　　　　　　　　　　　　　　　　　（87）ことを避けるよう要請する旨の決議を採択した。ただし、CCAMLRの措
置と違って、同決議は拘束力のない勧告にとどまっている。
　（5）インド洋マグロ委員会（10TC）
　10TCは設立まもない1998年の会期において、条約締約国と協力国に対
し、条約区域内でマグロ漁に従事する自国漁船に関するデータを事務局に
毎年提出することを勧告し、かつ同区域内で操業するそれ以外の漁船に関
する情報の提供を要請した。さらにまた、同区域内で操業する非締約国漁
船の旗国に対して条約加入または10TCとの協力を呼びかけることと
（88）
した。
　ついで1999年の会期においては、非締約国便宜置籍船によるはえ縄漁の
増大に懸念を表明し、締約国と協力国に対して10TC保存措置の実効性
を損なうこれら漁船の入港を拒否するよう決定し、さらに次の目的のため
可能なあらゆる措置をとることを決定している。
　　①自国輸出入業者等に対して、便宜置籍船により漁獲されたマグロ類
　　の取引および転載を行わないよう要請すること。
　　②国内一般公衆に対して、そのようなマグロ類の不買を要請するこ
　　と。
　　③国内の業者に対して、その船舶、設備等が便宜置籍船の漁業に使用
　　されることを防止するよう要請すること。
（86）　NEAFC，．〈励6初窺h・4ππ磁」〃i86渉初＆2ヱー24ハ石o〃6解6672000，S％解％zαη
R砂oπゲオh6伽6枷8，itemlO（ii）．
（87）　Rのoπげ云h620th・4銘％鰯」ル忽！伽gげくE4FC8－9〈励6〃zゐ672001，Annex
P。
（88）R砂oπげ」h6Th翻Sεss伽げ云hε動4伽Oo鰯7禰4Co窺煽ss魏，漉砿
Sの惚」娩9一ヱ2Sゆ艦δεグ1998，Appendix　L　and　M．
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　さらにまた、そのような便宜置籍船の船主所属国に対して、これら船舶
を呼び戻し、スクラップ処分することを求め、ことに日本に対して、便宜
置籍国と協力して日本において建造された漁船をスクラップするよう強く
　　　（89）
求めている。
　さらに2001年の会合においては、それまでに4つの地域的機関が採用し
ていた制度を参考に、「非締約国漁船による10TC決議遵守促進スキー
ム」を採択するとともに、メバチに関する統計証明を導入した。まず同ス
キームによれば、
　　①非締約国漁船・航空機が10TCの保存管理措置に反して操業し
　　ていると信ずるに足りる理由をもつ締約国船舶・航空機は自国の当局
　　に通報し、同当局は直ちにこれを当該非締約国と10TC事務局に通
　報する。事務局はこれを他の締約国に通報する。
　　②上記の目撃が10TC水域において行われた場合には、当該非締
　約国船舶は10TCの保存管理措置を害するものとみなされる。
　　③上記非締約国船が締約国の港に入港する場合には、同寄港国はこ
　　れを検査するものとし、検査の終了まで漁獲物を水揚げまたは転載し
　　てはならない。
　　④検査の結果同船舶内に10TC保存管理措置の対象魚種が発見さ
　　れる場合には、それが10TC水域外で漁獲されたかまたは10TC措
　　置等に沿って漁獲されたことが証明されない限り、その水揚げおよび
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（90）　　転載はすべての締約国の港において禁止される。
　ついでメバチ統計証明は、とくにメバチが便宜置籍船によるIUU漁業
の対象とされていることから採用されたもので、締約国に対し、その領域
に輸入されるすべてのメバチおよび再輸出されるものに、それぞれ10TC
所定の統計証書または再輸出証明書の添付を義務づけるものである。前者
（89〉　　Resolution99／02．
（90）　10TC，ノ～砂oガφ云h6S忽h　S6ssづo％，ヱ0一ヱ4Z）666解δ672001，Append三x　IX，
Resolution　O1／03．
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の証明書は当該漁獲に従事した漁船の旗国によって、または漁船がチャー
ターされている場合には輸出国によって、後者は再輸出国によって認証さ
れ、その情報は事務局に通報しなければならない。なお同制度については
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（91〉同機関に協力的な非締約国に対しても協力が要請されている。
　（6〉ミナミマグロ保存委員会（CCSBT）
　CCSBTは、CCAMLRの貿易措置導入後まもなく、1999年の会期にお
いてICCATのスキームをモデルにした独自の貿易情報スキームの導入に
ついて合意したが、その後若干の技術的細部を詰めて2000年3月、「ミナ
　　　　　　　　　　　　　　　　　（92〉ミマグロ統計証明計画」を採択するにいたった。2000年6月から実施され
たこの計画は、締約国の領域に輸入されるすべてのミナミマグロについて
所定のフォームに基づく「CCSBT統計証明書」の添付を義務づけるもの
であり、同文書は原則としてマグロを漁獲した漁船の旗国当局が認証しな
ければならない。輸入国は、その受領した統計証明書の写しを、定期的に
事務局に送付し、後者はこれを集積して毎年公表する。そして、輸出国は
自国の認証した文書の記録をこれと照合し、その結果を事務局に報告す
る。これと同様の手続は、いったん輸入したミナミマグロを再輸出する場
合にも要求され、そのさいには、最初の輸出のさいの統計証明書の写しも
添付されなければならない。同統計証明計画は全体が締約国を拘束する形
で起草されており、そのような義務的措置たる性格は冒頭部分で、文書の
添付につき「この要件にいかなる除外も認められない」としていることか
らも明らかである。
　上記2000年3月の会期において、CCSBTはさらに、非締約国対策のた
　　　　　　　　　　（93）めの「行動計画」を採択した。これは、非締約国に対して委員会の保存管
（91）　1配4．，Resolution　O1／06．
（92）　CCSBT，Rのoπげ云h6S肱h。4ηπ襯」〃166≠吻g（S600％41％π），21－23〃4π』h
2000，Attachment　J：Southem　Bluefin　Tuna　Statistical　Document　Program．
（93）　乃毎．，Attachment　I．
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理措置実施への全面的協力を訴えるとともに、委員会が同措置の実効性を
害する形でミナミマグロを漁獲する国を特定し、議長を通じてそのような
操業の改善を申し入れる制度を設けるものである。そして、その後も操業
方法を改めない非締約国に対しては、委員会は国際法上可能な「貿易制限
措置」を課す決定を行うことを予告するものである。
　この行動計画は早速実行に移され、2001年4月の会期において、
CCSBTはカンボジア、赤道ギニア、ホンジュラスおよびベリーズを、同
国の漁船が委員会の保存管理措置の実効性を減殺するような形でミナミマ
グロを漁獲している国と特定した。ただし、当面は貿易措置は課さず、こ
れら漁船の動向をモニターし、出来れば話し合いで適当な取極めを策定す
　　　　（94）ることとなった。しかしながら、同年10月の会合において、これら4国に
ついてはその後の態度に改善がみられないとして、次回会合までに改善が
なければ、ミナミマグロ産品の輸入禁止を含む対抗措置を採択する可能性
　　　　　　　　（95）につき警告を発している。
　（7）全米熱帯マグロ委員会（IATTC）
　IATTCは1950年に創設された、中米から北米、南米の一部までの西海
岸（「東太平洋」と呼ばれる）のマグロ類を管理する委員会であるが、IUU
漁業に対する措置は上記の地域機関よりは遅れ、最近非締約国漁業に関す
る対策をとり始めたばかりである。
　その第一歩として2000年に、事務局に対して、各締約国が条約水域内で
の操業を許可する漁船に関する詳細なデータを集成して「地域漁船登録
　　　　　　　　　（96）簿」を作成するよう要請した。ついで、IATTCの保存管理措置を害する
（94）　CCSBT，1～砂oπげ云h6S6∂6窺h。4朋磁1ルf60枷8｝18－2L41）π12001，para．
26．
（95）　CCSBT，ノ～砂oガげ！h6E惣h渉z4槻襯」〃i66オ吻8ヱ5－1906渉oゐ6γ200ヱ，Attach－
ments　G　and　H．
（96）　IATTC，〃伽％オ召sげ孟h666孟hル勉耽＆S観10s己Oos如R初，1a14伽4ヱ5
ノ吻召2000，ApPendix12。Resolution　on　a　Regional　Vessel　Register．
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非締約国漁船に関する情報の収集をすべての締約国に求め、事務局に対し
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（97）て、関係非締約国に国際法に沿った協力義務を想起させるよう要請した。
この決議は翌年さらに強化され、事務局が、締約国またはIATTCの保存
管理措置適用に協力する非締約国以外の漁船で条約水域内で操業するもの
を特定し、その旗国に対し同保存管理措置適用への協力を呼びかけるよう
要請した。また、同旗国が協力をしない場合には、当該漁船は非協力漁船
　　　　　　　　　　　（98）のリストに掲載することとした。
IV　地域的機関によるIUU漁業規制と問題点
　以上において明らかなように、主要地域漁業機関は、近年IUU漁業問
題に対して種々の対応策を講じてきた。その一般的パターンは、国連海洋
法条約の規定を基盤とし、またその枠組みに基づいて採択された二つのグ
ローバルな条約、すなわち公海漁業措置遵守協定および国連漁業資源協定
の規定を利用ないし参考として、それぞれの地域的機関に適した措置を採
択することであった。こうした地域的機関の動きは、ことに国連とFAO
において繰り返されてきた政治的呼びかけに呼応するものでもあった。さ
らにまた、とくに主要漁業国が多くの地域的機関に属しており、しかも同
一の代表団メンバーがしばしばグローバルなフォーラムといくつかの地域
的機関での交渉に参加する事実にかんがみ、複数の地域的機関において類
似の措置が相前後してとられていることも特徴的である。
　それでは、地域的機関がとってきた対IUU漁業措置は、はたしてどの
程度まで進展したといえるであろうか。この点を評価するにあたり適当な
基準となりうるものは、上述の国連海洋法条約と二つの関連協定である。
海洋法条約は未加入の米国を含む世界のほとんどの国が受け入れている。
（97）　乃擢．，Appendix13．Resolution　on　Fishing　by　Vessels　of　Non－Parties．
（98）　IATTC，MJ％厩6sげ読868th　Mo6だη＆Sα％Sα1∂α40の19－22ノ擁％2001，
Appen（1ix5．Resolution　on　Fishing　by　Vessels　of　Non－Parties，
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また、国連漁業資源協定は一部漁業国のなかには若干の条項を問題視する
ものもあるが、テキストはコンセンサスで採択され、30力国が締約国とな
　　（99）
っている。さらに、公海漁業措置遵守協定も未発効ではあるが、コンセン
サスで採択され、日、米、加、ノルウエー、メキシコ、ペルー等の主要国
とECが受諾済みである。これらの3条約の規定は、厳密には、各国が遵
守する限りさらに地域的機関を通じて再確認される必要はない。しかしな
がら、すべての諸国がこれら条約の締約国になるとは限らず、地域的レヴ
ェルでも同様規定が確認されることには独自の意義がある。またグローバ
ルな条約の多くの規定は枠組み規定であり、その実施のための細目を関係
諸国が合意することも期待されている。さらに明確な共通目的を持った地
域的機関の加盟国間においては、グローバルな体制に比して条約義務の遵
守がより確保されやすいと言うことができよう。
　なお、FAOにおいて採択された責任ある漁業のための行動規範および
IUU漁業行動計画は、確かにグローバルな基準を盛込んだ文書と言える
が、前者は大部分上記の2協定の規定をとりこんだものであり、また後者
はこれらの協定と行動規範に加えて、地域的機関が最近採択してきた新し
い措置を参考にしている。したがってこれらのソフト・ロー文書は、地域
的機関のとった措置の一般的評価基準としては適当でなく、適宜参照する
ことにとどめる。
　IUU漁業に関連して主要地域的機関が取組んできたおもな問題は、大
きく分けて旗国の責任、寄港国による取締り、公海上での検査・取締り、
および貿易関係措置にまとめられよう。以下これらに関連するグローバル
な規定と地域的機関による対応振りを、順を追って考察する。
（99）締約国のなかには、米、ノルウエー、アイスランド、ロシア等の漁業国やカナ
ダ、オーストラリア、南太平洋諸国等が含まれるほか、EU自体とその構成国15力
国のほとんどが批准の用意があるといわれる。
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　（1）旗国の責任
　海洋法条約に反映された一般国際法によれば、公海上にある漁船を含む
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（100）すべての船舶は、原則としてその旗国の排他的管轄権に属する。そして、
旗国は同船舶の運航、活動等について行政上、技術上および社会上の監督
を行う義務を有しており、そのため、旗国は自国の旗を掲げる船舶の登録
　　　　　　　　　　（101）簿を備えなければならない。そして、とくに漁船に関する旗国の義務につ
いては、公海漁業措置遵守協定と国連漁業資源協定が詳細に規定する。
　これら両協定によれば、まず各国は、自国の旗を掲げる資格をもつ漁船
が、国際的な保存管理措置の実効性を害するような活動を行わないよう確
　　　　　　　　　　　　　　　　（102）保するために必要な措置をとる義務を負う。また、いずれの国も、各協定
の下での責任を効果的に果たすことができるとの条件を満たさない限り公
　　　　　　　　　　　　　（103〉海での漁業を許可してはならない。そして旗国は、このような許可を同当
局から受けた漁船のみに対して公海漁業に使用されることを認めることが
　（104）
できる。また、各国は自国の旗を掲げる資格をもち、公海漁業に使用され
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1G5）許可を与えられた漁船の記録を保持しなければならなず、かつ自国の旗を
掲げる資格を持つ漁船がすべてFAOの漁船標識・識別標準仕様等の一般
的に受け入れられた基準に従って標識を付すように確保しなければなら
（鵬〉
ない。
（100）　国連海洋法条約第92条1項。だだし、海賊行為、奴隷取引など海洋法条約の規
定する若干の例外分野が存在するほか、後述するように、とくに公海漁業の分野に
おいて特別条約によって旗国の排他的管轄権行使の例外を設けるものがある。この
点詳しくは、林司宣「公海上の船舶に対する旗国以外の国による取締り一1995年越
境分布資源協定による新展開一」『早稲田法学』75巻2号（2000年3月）、105－148頁
参照。
（101）
（102）
（103）
（104）
（105）
（106）
国連海洋法条約第92条約および第94条1項。
公海漁業措置遵守協定第3条1項（a）および国連漁業資源協定第18条1項。
公海漁業措置遵守協定第3条3項および国連漁業資源協定第18条2項。
公海漁業措置遵守協定第3条2項および国連漁業資源協定第18条3項（b）（ii）。
公海漁業措置遵守協定第4条および国連漁業資源協定第18条3項（c）。
公海漁業措置遵守協定第3条6項および国連漁業資源協定第18条3項（b）。
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　以上に加え、公海漁業措置遵守協定は、漁船が旗国の規制を逃れるため
に他の国に船籍を移すことを防止するため、一定の条件を満たさない限
り、以前に国際的保存管理措置の実効性を害した他国籍の漁船に対して公
海漁業許可を与えることを禁ずる。その条件とは、他の締約国が同漁船に
発給した公海漁業許可の停止期間が満了していること、および同許可が間
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（107）近の3年以内に取り消されていないこと、である。ただし、この規定は、
以前の船主または運航者が当該漁船にっいてもはや法律上、利益配分上ま
たは財務上の利益等を持たないことを示す十分な証拠が新しい船主によっ
て出される場合には適用されず、また、すべての関連事情を考慮して、当
該船舶に新しい公海漁業許可を与えることが協定の趣旨・目的を損なわな
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（108）いと締約国が決定する場合にも、適用されない。これら規定は、ある旗国
から追放された悪徳操業船が転々と新たな旗国を探し回る自由を制限しよ
　　　　　　　　　　　　（109）うとすることを狙ったものである。
　IUU漁船の取締りにおけるもっとも困難な問題の一つは、まさに便宜
置籍国を利用したこれら漁船の「旗国跳びflag－hopping」である。国連
海洋法条約は船舶と旗国との間に「真正の関係」が存在することを定めて
　（110）
いるが、その詳細な定義は永年合意されないままとなっており、実際の慣
行においてきわめて柔軟に解釈されてきているばかりか、旗国によっては
同要件の適用の意思すら持たないものもあるのが現状である。このよう
な、漁船の便宜置籍国への容易な転籍の可能性が今日のIUU問題を一段
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（111）と悪化させていることは国連事務総長の指摘するところでもある。公海漁
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（112）業措置遵守協定の規定は、すべての国が持つ船舶登録の権限を迂回して、
（107）　公海漁業措置遵守協定第3条5項（a〉。
（108）　同第3条5項（c）および（d）。
（109）G．Moore，“The　FAO　Compliance　Agreement”，in　M．Nordquist　and　J。N。
Moore，eds．，Cz67名のπ　E雰h6ガ6ε　ノ3sπ6s　召％4　オh8Eoo6！　4刀4　／18フづoz61渉z6z6　0磐とz％勿α一
渉加げ孟h6u励64ム履魏s（M．Nijhoff，2000），p．80．
（110）　第91条1項。
（111）　UN　Doc．A／54／429，ε勿解note6，para．254．
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公海漁業許可についての権利・義務の面から、実際上「旗国跳び」を防止
しようとするものである。
　なお、IUU漁業行動計画は、上記の諸規定に加えて、旗国は自国の船
舶がIUUに従事する漁船に対して補給を差し控え、また後者からまたは
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（113〉後者への漁獲物の転載を行わないよう確保すべきことを求めている。さら
に、「可能な限り」との条件を設けているが、旗国は、海上で転載を行う
自国のすべての船舶が同国の発給する転載許可書を有し、関係当局に対し
て転載の場所、転載対象の漁獲物の種別重量、転載相手の船舶の詳細、等
を報告するべきであるとし、またこのデータを適宜、関係国、地域的機
　　　　　　　　　　　　　　　　（114）関、FAO等に提供すべきであるとしている。
　旗国の責任に関しては、いくつかの地域的諸機関は海洋法条約と上記の
関連2協定の一般的規定を再確認する決議、勧告等を採択しているが、上
にみたように、詳細な義務を締約国に課す措置をとるものもある。たとえ
ばCCAMLRは、保存措置119（XVII）において、締約国は条約上の責任
を果たす能力があると自認する場合においてのみ自国の漁船の条約水域内
での操業を許可できるとする。また、ICCATは自国漁船がIUU漁業を
「行わないように確保する」措置をとるよう求め、さらに：NEAFCも
VMSの設置を含む詳細な漁業許可制度を設けている。また「旗国跳び」
やFOC船による弊害対策としては、とくにICCATと10TCは締約国の
監視を強化し、これら船舶の旗国のみならず、船主やその売買に関係した
ものに対しても、そのスクラップも含む具体的措置をとることを要請して
いる。
　しかしながら、こうした具体的措置はまだ例外的で、地域的諸機関の実
行は、旗国の責任を強調する種々のグローバル規定を十分に反映している
（112）　国連海洋法条約第91条1項。
（ll3）　Intemational　Plan　of　Action　to　Prevent，Deter　and　Eliminate皿egal，
Unreporte（i　and　Unregulated　Fishing，para．48．
（114）　∫ゐ乞び．，paras．49an（i50．
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とはとうていいえない。その一つの原因は、ことに遠洋の公海にある漁船
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（115）に対する旗国の法令の執行にかかわる実際上の困難性にあると思われる。
しかし、ICCATにおける最近の事例においても実証された通り、締約国
のなかに旗国としての責任を果す意思を欠くものも依然存在するのが現実
である。最終的には、各旗国の責任感の昂揚と、規制回避による経済的利
益追求のため特定の船籍を利用する船主の意識が改善されない限り、旗国
の国際法遵守は完全には確保できないであろう。
　（2）寄港国による取締り
　ある船舶が任意に旗国以外の国の港に入港した場合に、当該寄港国当局
が同船舶にっいて検査・取締りを行いうる制度は、海洋法条約において海
洋汚染に関連してのみ認められ、その後世界各地域における寄港国取締り
制度に関する了解覚書（MOU）を通じて、一般的に受け入れらている。
しかしながら寄港国取締りとMOU制度は、最近まで、船舶の堪航性、
安全等に関する国際的基準の適用確保が目的で、実際上商船のみが対象と
　　　（116）されている。漁業に関する寄港国取締りは、公海漁業措置遵守協定の交渉
段階においてその導入の提案がなされたが、必要な支持を得られずに終わ
った経緯がある。
　しかし一種の寄港国取締り制度を漁船に対しても適用する試みは、同協
定採択後まもなく1994年11月、南太平洋諸国の一部が締結した「地域的入
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（117）漁に関するミクロシア取極」にはじめてとり入れられるにいたった。そし
（115）　Kaye，sz4）勉note37，pp．216－217．
（116〉寄港国取締り制度とMOUに関する最近の実態に関しては、たとえば林司宣
監修『国際海運委員会一船舶の安全に関する調査』（全日本海員組合2001年）参照。
（117）　Federated　States　of　Micronesia　Arrangement　for　Regional　FisheriesAccess
　（1994年11月29日、共通関心漁業の管理についての協力に関する1982年ナウル協定
締約国により採択）第16条は以下のように規定する。「一締約国の漁船が他の締約
国の港または沖合いの係留施設に入る場合には、寄港国は同船舶内の書類及び漁獲
物を検査することができ、その結果同船舶が本取極の規定に違反したと疑うに足り
　る合理的合理的根拠があるときには、同船舶の母国たる締約国または母国が旗国で
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て同様な制度は1995年、国連漁業資源協定において世界的にも導入される
　　　　（118）
こととなった。同協定によれば、寄港国は、任意に入港する漁船のとくに
船舶内の書類、漁具および漁獲物を検査することができる。そして、寄港
国は漁獲物が国際的保存管理措置の実効性を害するような方法で漁獲され
たと認める場合には、水揚げおよび転載を禁止する権限を自国関係者に与
える法令を制定できる（23条2および3項）。
　上記主要地域機関はそのほとんどが、ミクロネシア取極についで、寄港
国取締り制度を採用しているが、それは締約国を対象にしたものと、非締
約国を対象にしたものに分けられる。まず、締約国の漁船を対象にしたも
のはミクロネシア取極とCAMLR条約がある。これらは、いずれも、寄
港した漁船に取極ないし保存措置違反の疑いがある場合には、寄港国はこ
れを同漁船の旗国に通報し、同国の法執行に協力することを定めている。
後者においては、さらに漁獲物の水揚・転載を禁止している。
　寄港国取締り制度の主たる対象は非締約国漁船にあり、こうした制度は
NAFO、CCAMLR、ICCAT、NEAFCおよびIOTCが採用してきてい
る。これらの制度は、詳細において若干の相違も見られるが、慨して共通
しており、まず条約水域内で漁業活動をする非締約国漁船を保存措置の実
効性を害するものとみなし、同漁船の寄港国は漁獲物につき検査をおこな
わなければならず、その間水揚げ・転載は禁止される。そして漁船内に保
存措置対象魚種が発見される場合には、保存措置に従って漁獲した旨の反
証のなき限り、同漁獲物はすべての締約国の港での水揚げ・転載が禁止さ
れる。
　これら寄港国取締り制度は、公海上の地域的機関の規制水域で操業する
ない場合にはその旗国が、同船舶を掌捕するかまたはその他の方法で法執行のため
に責任を果たすまで、寄港国は同船舶を抑留することができる。」
（118）M．Hayashi，“The　Straddling　and　Highly　Migratory　Fish　Stocks　Agree－
ment，”in　H：ey，sゆ昭note73，p．71．なお、公海漁業措置遵守協定においては、入
港漁船が国際的漁業保存管理措置の実効性を損なう活動に従事していたことを疑う
に足りる合理的根拠が当局にある場合には、これを遅滞なく旗国に通報しなければ
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締約国以外の漁船に対しIUU漁業の推定を行い、原則としてすべての締
約国にその港から漁船の漁獲物を締め出す義務を課すという、強力な措置
を伴うものである。実際上も、これら諸機関の規制する魚種の主な消費国
は関係条約の締約国であり、本制度が実効的に適用されればIUU漁業規
制に大いに貢献するといえよう。なお、こうした制度は、グローバルな諸
条約の規定を超えるものであるが、海洋法条約第118条の協力義務、さら
　　　　　　　　　　　（119）には国連漁業資源協定第17条4項に則った措置であると考えられる。
　（3）公海上での検査・取締り
　前述のように、公海における船舶に対する管轄権の旗国主義の例外は、
漁業に関する多くの条約に規定されているが、その例は最近まで、特定海
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（120）域か特定魚種に限られた2国間または少数国間の条約に限られていた。そ
のような旗国主義の例外をグローバルな条約で、しかも詳細な形ではじめ
て設けたのが、国連漁業資源協定である。
　同協定は、地域的機関の参加国（締約国）がIUU漁業に従事する漁船
に対してとり得る措置として、まず、そのような漁獲を当該機関の規制水
域たる公海において抑止するため、同漁船の旗国が適切な措置をとるまで
のあいだ、国際法に合致した措置をとることができるとし、そのような措
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（121）置には、当該機関が設ける手続を利用することも可能であるとする。
　ついで、この種規定としては画期的な乗船・検査制度を導入した。これ
によれば、地域的機関の規制対象の公海水域において、同機関が規制対象
とするストラドリング漁種と高度回遊性魚種の保存管理措置の遵守を確保
するため、同機関に参加する締約国の検査官は、一定の手続に従って他の
ならないことが定められたのみである（第5条2項）。
（ll9）　第17条4項は、地域的漁業機関に属する国は同機関の保存管理措置の実効性を
害する非締約国船の活動を抑止するため、同協定および国際法に合致した措置をと
らなければならないと規定している。
（120）　林・前掲注（100）116頁。
（121）　国連漁業資源協定第20条7項。
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締約国の漁船に乗船し、検査することができる。そのさい、後者の漁船の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（122）旗国が当該地域的機関に参加しているか否かを問わない。ここに言う一定
の手続とは、上記すべての地域的機関が、すでに設定していない場合には
新たに設定する必要があり、しかもそれは同協定の規定するものに合致し
　　　　　　　　　　（123）　　　　　　　　　　　（124）たものでなければならない。また、協定採択後2年以内に地域的機関がそ
のような手続を採択しない場合には、採択されるまでのあいだ協定第21お
よび22条に定める手続を適用しなければなない。同手続によれば、検査の
結果当該漁船が保存管理措置に反した疑いがある場合には証拠を確保し、
違反容疑を旗国に通報し、さらに「重大な違反」の疑いはある場合にはさ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（125）らに、港への移動要請なども含む追加的な調査を行うことができる。
　このように、同協定の締約国となる国の漁船は、ある地域的機関がスト
ラドリング魚種または高度回遊性魚種を管理する公海水域においては、た
とえ同機関に参加していない場合においても、同機関に参加する他の締約
国による乗船・検査の対象となる。こうして公海漁業の自由の行使が大幅
　　　　　　　　　　（126〉に制限される可能性がある。ただし、唯一の例外として、地域的機関が協
定第21条所定の手続と同様の効果を期待できる代替的制度に合意する場合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（127）には、これを第21条の制度にとってかえることができる。
（122）　同第21条1項。
（123）　同2項。
（124）「協定採択後2年以内」は文字通り読めば1997年8月までとなり、協定自体の
発効前であるため、それは第41条の定める暫定適用を行う国のみに適用されるとの
解釈や、協定発効後の2年聞と解されるべきとの見解がある。実際上、暫定適用を
　した国はなかったが、後者の見方が妥当と思われる。
（125）　同第21条3－9項。
（126）たとえば日本の業者は、全く合法的に捕獲されたマグロであっても、熱帯洋上
で、極度な冷凍状態に保たれた船倉を開けられることもありうるため、大きな損害
の生ずる可能性のあることを懸念するといわれる。
（127）同21条15項。本条項は日本の提案によるものであり、そのような代替的制度に
はたとえば、港での効果的な検査制度をそのようなものと地域的機関が認める場合
などが含まれる。野村一郎・香川謙二『ストラドリング魚類資源及び高度回遊性魚
類資源に関する国連協定の解説』（水産新潮社、1997年）、111頁。また、旗国以外
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　本件に係わる地域的機関の実行としては、上記第21条とは異なり、当然
ながら締約国漁船に適用される措置が中心で、非締約国漁船に対するもの
はごく限られた範囲にとどまる。まず非締約国に関しては、国連漁業資源
協定の採択前であるがCCSBTおよびドーナッツホール条約が、条約目
的達成に悪影響をもたらすと思われる非締約国船舶に対して、国際法に合
致した抑止措置をとる義務を課している。またNAFOは、その保存・執
行措置の非締約国船による遵守促進スキームにおいて、非締約国船がその
規制水域内で漁業活動に従事しているのを目撃した場合に、NAFO検査
官は、同船舶が同意すれば乗船・検査をすることができ、その報告書は事
務局に送付することとしている。また無国籍船がそのような活動に従事し
ているのを目撃した場合には、NAFO検査官は乗船・検査を行い、その
結果、国際法に従って適当な措置をとるとしている。
　つぎに締約国に対する措置については、CCAMLR、NAFOおよび
NEAFCが、締約国から指名される検査官が、他の締約国の漁船に乗船
し、検査を行い、結果を漁船の旗国および事務局に報告する制度を採用し
ている。これに反し、注目されるべきことは、マグロ類関係の現存管理機
関はいずれもこの方式を採用していないことである。これは、マグロ漁船
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（128）は広域にわたり薄く展開し、また高速度で移動すること、高度な冷凍技術
を用いた冷凍マグロに与える損害のおそれ、などの考慮した結果と思われ
る。ただしホノルル条約は、マグロ類を対象にしたものであるが、公海に
おける乗船・検査手続を委員会が設定することを予定しており、条約発効
後2年以内にそのような手続またはその代替手続が合意されない場合に
は、国連漁業資源協定の第21および22条の定める手続が適用されることな
の船上オブザーヴァーの制度も考えられる。David　Balton，“Strengthening　the
Law　of　the　Sea：The　New　Agreement　on　Straddling　Fish　Stocks　and　Highly
Migratory　Fish　Stocks，”068伽Pω6ゆ耀n渉伽4動孟6解認o照l　L側，voL27
（1996），P．141。
（128）　野村・香川・前掲注（127）105頁。
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　　（129）
っている。
　以上のように、地域的機関は公海における乗船・検査の制度に関しては
慎重ではあるが、徐々に採用しっつあり、ことに締約国漁船に対する手続
は今後も未採用の機関にとり入れられるものと思われる。ただし、マグロ
類管理機関においては、これら方式とは異なる何らかの代替的手続が考案
される可能性が強いであろう。また非締約国の船舶に対しては、公海自由
の原則から、なおも同船舶側の同意が乗船・検査の条件とならざるをえな
いであろう。しかし、国連漁業資源協定の発効した今日、その締約国間に
おいては、そのような同意の有無を問わず、公海において乗船・検査の対
象とされることになった点、注目に値する。
　（4）貿易関係措置
　IUU漁業への対応策の一環としての貿易関係措置は海洋法条約と関連
2協定のいずれにも規定されていない。しかし、これら2協定とほぼ同時
期にFAOで採択された「責任ある漁業のための行動規範」は第11条（漁
獲後の処理および貿易）において一連の規定をおいている。同規定はまず
大原則として、行動規範の諸規定がWTO条約が設定した原則、権利・
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（130）義務に合致して解釈・適用されるるべきことを強調している。ついで、各
国が採択する水産物貿易上の措置は差別的であってはならないとし、国際
的に合意されたルール、とりわけ「衛生および植物衛生の措置の適用に関
する合意」と「WTOの貿易に関する技術上の障害に関する合意」の原
　　　　　　　　　　　　　　　　（131）則、権利・義務に従うべきことを確認する。そして、各国は多数国間で合
意される資源保存措置を支持し、衡平にして無差別な水産物貿易を確保す
るため協力し、また関連する地域的機関に積極的に参加すべきことを定め
　（132）
ている。
（129）　ホノルル条約第26条。
（130）　「責任ある漁業のための行動規範」第11．2．1条。
（131）　同第11．2．4条。
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　前述のようにCCAMLR、ICCAT、10TCおよびCCSBTは、規制対
象漁獲物の貿易プロセスにおいて、相互に類似した漁獲記録証明書の添付
を義務づける制度を採用したが、これらIUU漁業規制措置は、その交渉
過程において、それが國際取引における自由貿易促進と差別待遇廃止を目
的としたGATTを中心とするWTO規則に反するおそれがあることが指
摘された。しかし、一般的には、これら措置はGATT規定を勘案し、か
っWTOにおけるマグロ・イルカおよびエビ・海亀両事件の紛争の教訓
を踏まて交渉されたもので、少なくともこれら措置の起草者はWTO規
則との抵触回避を意図していたのである。
　具体的には、これら貿易制限措置は、GATT第20条（9）の規定によっ
て正当化されると考えられている。すなわち、締約国は一般的例外とし
て、①「有限天然資源の保存に関する措置」の採用・実施を、それが②
「国内の生産または消費に対する制限と関連して」実施する場合には、認
められる。ただし、③同措置は、同様の条件のもとにある諸国の間におい
て恣意的若しくは不当な差別待遇の手段となるような方法で、または④國
際貿易の偽装された制限となるような方法で適用してはならない。
　これらの要件のうち、③及び④は実際の個々のケースにおいての適用の
仕方であるため、一般論としては論ずることが出来ないが、CCAMLRは
じめ上記の地域的漁業機関がとってきた措置の意図するところは、IUU
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（133）漁業に従事するものを、船舶の国籍について恣意的ないし差別的基準を設
けることなく扱うものであり、また貿易制限の偽装でないことは言うまで
もない。また、それら措置が、生物資源の保存措置の一環としてとられる
ことも明白である。こうして問題は、それらが国内の生産・消費に対する
制限と関連して実施されるか否かが中心となる。
（132）　同第11．2．14．条。
（133）　船舶の国籍については、当該地域的機関の加盟国か否かによって権利義務が異
なるため当然差別が設けられるが、これはGATT第20条（g）に言う「同様の条
件の下にある諸国」で説明が可能である。
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　この点、CCAMLRのCDS（非締約国との協力に関する行動計画も含む。）
は寄港国において輸入される産物の個々の積荷が、それが自国も含むいか
なる国からのものであれ、積荷ごとに差別なく適用されるものであり、上
記要件を満たすものである。またICCAT、10TC、CCSBTの漁獲統計
証明と非締約国に対する禁輸措置は、締約国の漁船による国内向け生産に
対する漁獲制限とは異質のものであるが、それに「関連して実施される」
ものであるといえる。また、同措置は個々の積荷についてとられる措置で
はなく、特定の旗国のすべての漁船に対して発動されるものであるが、そ
れはCCAMLRの場合とことなり、これら諸機関の条約範囲が対象マグ
ロ類の全回遊域にわたっていることから可能となるものである。非締約国
に対する対抗措置の採択に際しては、当該国に対してまず警告と協力要請
決議を行い、その後一年以上経過後になお決議遵守がない場合にはじめて
対抗措置を決定するものである。こうしたことから、たとえばICCATの
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（134）措置はWTOにおいても問題にはされていない。
WTO紛争解決パネルにおける海洋生物資源の貿易制限に関する主な事
件は、いづれも米国の法律による一方的措置であった。しかしCCAMLR
とマグロ類対象の3機関の措置はいづれも当該地域における特定生物資源
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（135）の保存管理を対象とした唯一の、かつ関係諸国のほぼすべてを包含した多
数国間の國際機関によるものであり、この点、一般国際法の一部を構成す
ると考えられる国連海洋法条約第ll7－119条のもとで、非締約国も同機関
に対する協力義務が生ずると言えよう。この協力義務は、さらに、地域的
機関の締約国または同機関の保存管理措置の適用合意国のみが漁業をでき
（134）Linda　Chaves，Illegal，Unreported　and　Unregulated　Fishing：WTO－Consis－
tent　Trade　Related　Measures　to　Address　IUU　Fishing，FAO　Doc．AUS：IUU／
2000／16，P．10．
（135）　この点、CCSBTにおいては最近まで韓国、インドネシアが未加入であり、台
湾漁船が各海域でマグロ漁をしてきたが、韓国の加入は最近実現し、台湾の
CCSBT準参加方式も合意された。台湾の参加は、ホノルル条約においても、新し
い方式で可能となっている。
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ることを定めた国連漁業資源協定第8条4項の規定によって補強されている。
　以上とほぼ同様の論拠はNAFOおよびNEAFCの遵守促進スキーム、
IOTCの対便宜置籍船措置、およびCCSBTの行動計画のもとでの貿易措
置のWTOルール適合性についても適用することができる。
V　結　　論
　以上の考察において明らかされたように、主要地域的機関はいくつかの
IUU漁業対策を講じてきたが、総じてそれらは、旗国の責任強化問題を
除いて、比較的新しい措置であり、しかも大部分の機関はごく最近に採用
したばかりのものである。そのため、これらの措置の詳細な評価には今後
のさらなる進展をみる必要がある。しかしながら、そのなかでも、とくに
寄港国による取締りと貿易関係措置に関しては、一部の機関においてその
成果がすでにみられており、またそれゆえにこそ急速に他の機関によって
もとり入れられるにいたったと言うこともできる。
　それでは、本稿の主要な対象である地域的機関に参加していない非締約
国の漁船による公海での漁業活動はいかなる程度まで制限され、またそれ
は、ことに公海の自由との関係でどのような意義を持つであろうか。主要
地域機関の実効から明らかに結論できることは、海洋法条約第118条に規
定された非締約国の協力義務の履行を促す措置が地域的機関によってます
ます具体化されてきていることである。なかでも、現在5機関が採用して
いる制度によれば、規制水域内で漁業活動を行う非締約国船はIUU操業
の推定を受け、締約国（および当該機関の協力国）の港での強制的検査の対
象となり、同水域内での漁獲の水揚げと転載をすべての締約国の港で禁じ
られることになる。しかも、これら機関にはほとんどの漁業国と漁獲産物
の輸入・消費国が加盟しているため、この制度は理想的に実施されれば、
実際上大きな効果をともなうものである。このような効果は、さらに、漁
獲記録証明制度を採用している機関においては、なお一層期待できるであ
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ろう。こうして、公海の一部において、地域的機関が特定資源を管理して
いる場合、同機関に参加しない非締約国の漁船は、たとえ公海漁業の自由
の下に操業したとしても、その産物はほとんどの関心国から閉め出される
結果となる。これは、公海の自由原則自体の否定ではないものの、その事
実上の大きな制限を構成する。
　このような地域的機関による非締約国漁船の事実上の排除の傾向は、今
後さらに強化され、また、他の機関にも拡大してゆくものと思われる。こ
うして、当該機関の加盟国およびその保存管理措置の適用に合意する国の
みが規制対象の資源を利用できるとする、国連漁業資源協定第8条4項の想
定する状況にますます近づくことが予測される。同条項そのものの適用は
協定の締約国に限られることはもちろんであり、主要漁業国の一部に強い
反対がある現状から見て、その普遍的受け入れは依然予測しがたい。しか
し、もし将来、それが事実上一般的に受け入れられ、慣習法としてすべて
の国に対して効力をもつにいたる場合には、ストラドリング魚種と高度回
遊性魚種に関する公海漁業の自由は、地域的機関の管理水域においては完
全に否定されることになる。
　地域的機関によるIUU活動規制の努力は、その間、さまざまな形で強
化されるであろうが、今後予測される方策、および検討にあたいすると信
　　　　　（136）ずる筆者の提案には、以下のものがある。
　まず、寄港国取締り制度と貿易関係措置の強化と他の機関への拡大が予
想されるが、さらに望ましいことは、これを採用する地域機関相互の間で
の手続の調和と調整を推進することである。ことに、前者に関しては商船
ついて地域的MOUを通じて実行されている寄港国取締り当局間の協力
（136）筆者はこれらの提案の一部を最近のストックホルムにおける学会でも行った。
See　M．Hayashi，“Three　Decades’Progress　in　High　Seas　Fisheries　Govemance：
Towards　a　Common　Heritage　RegimeP”．Paper　presented　at　the26th　Amual
Conference　of　the　Center　for　Oceans　Law　and　Policy，University　of　Virginia，
held　at　Stockholm，22－25May2002，to　be　published　in　the　proceeding　of　the
Conference　in2002．
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を参考にして、より効果的な取締り体制を築くことも検討に値しよう。
　つぎに、地域的機関の参加国および協力国の一層の拡大と港における検
査能力の強化で、一部機関においてはすでに成果をあげつつある。そうす
ることによって、非締約国船は漁獲産物の水揚げ・転載港を見つけること
がますます困難となる。同様の効果は貿易関係措置についてもいえる。
　港からの閉め出しが強化されるにつれてIUU漁船がより多く頼る手段
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（137）として、洋上における産物の転載が考えられる。洋上転載の制限も一部機
関は行っているが、いずれにせよ個々の機関内での措置は十分な効果は期
待できず、転載は可能な限りすべての海域において全面的に禁止されるこ
とが望ましい。そのような制度の導入は、とくに執行面で大きな困難を伴
うものであるが、将来、たとえば国連漁業資源協定の議定書のよな形で策
定する可能性も検討すべきである。
　さらに、一部地域的機関が行っているIUU漁船のブラックリスティン
グをより強化し一般化するため、すべての機関が参加してグローバルなリ
ストの作成、公表につとめることである。頻繁なリフラッギングの慣行と
IUU船舶の世界的な移動に対抗するには、各地域的機関内での努力では
不充分で、グローバルな制度が必須である。なお、長期的には、公海で活
動するすべての大型漁船に関するデータ（旗国の変更、IUU活動前歴等も含
む）が開発され、常時公開されることが望ましいことは言うまでもない。
この点、FAOは、公海漁業措置遵守協定の発効に先立ちすでに試験的に、
数力国が自発的に提出したデータをもとに、グローバルなデータベースを
作成している。しかし同協定が発効したとしても、データの提供義務は締
約国に限られ、しかもそのFAOによる公表には提供国が制限を付すこと
　　　　　　　　　（138）が可能とされているため、おそらく締約国になることがあまり期待できな
（137）　業界の専門家によれば、IUU漁船の漁獲物の相当量が、他の免許を持った船
舶に転載されている。Yuichl　Harada，“Progress　in　Eliminating　IUU／FOC　Tma
Fishing，”おα万玩，No31　（July2002），P．3．
（138）公海漁業措置遵守協定第6条10項。
　　　　　　　　地域的漁業機関による資源管理と公海の自由原則（林）　　75
いIUU活動関係諸国のデータには大きなギャップが生まれること必至で
ある。それゆえ、FAOデータベースに代わる、より包括的なものが開発
されることが望ましい。その一つのモデルとして、商船についてフランス
　　　　　　　　　　　　　（139）とEUが共同開発したEQUASISが参考になるであろう。
　さいごに、以上のような改善策を推進するためにグローバルな機構面で
の改善も必要であるが、もっとも適当なメカニズムとしては、FAOのイ
ニシアティヴで立ち上げれれた「FAOおよび非FAO地域的漁業機関会
合」が考えれれる。これはFAO関係のみならずすべての地域的機関の会
合で、その協議結果は水産委員会に報告される。これまでは、相互の情報
交換が中心であったが、将来IUU漁業対策などに関連した具体的な地域
機関相互間の協力措置の検討も議題とし、水産委員会との連携作業を強化
してゆくことが望ましい。そうすることにより、必要あれば水産委員会に
おいてグローバルな観点からの戦略的決定や地域間相互の調整策も講ずる
ことが可能となろう。
［付記　本稿は1999年度の早稲田大学特定課題研究助成費（課題番号99A－
805）による研究成果の一部である。］
（139）インターネット上〈http：／／www．equasis．org〉において利用可能。
